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イギリスの大学・学位制度：イングランドを中心に

村田直樹

１．高等教育プログラムを提供する機関の概要

　イギリス（主としてイングランド）においては，高等教育プログラムを提供する機関として，

大学（Universities），大学以外の高等教育機関（Higher Education Institutions）及び継続教育機
関（Further Education Institutions）１の３種類が存在する。また，これらの機関の設置者は，それ
ぞれ多様で，主なものとしては，勅許状（Royal Charter）により法人格を与えられたもの（「勅
許状法人」：chartered corporations），個別の法律により法人格を与えられたもの（「個別法法人」：
statutory corporations），１９８８年教育改革法（Education Reform Act １９８８）に基づく高等教育法人
（higher education corporations），会社法（Company Act）に基づく有限責任会社（companies 
limited by guaranttee）などがある。なお，これら各機関には，公的財政支援を受けるもの（publicly 
funded sector）とこれを受けないもの（independent sector）がある。
　これら各機関と学位授与権との関係を表すと図１のとおりで，大学名称を冠する機関は必ず学

位授与権を有するが，大学以外の高等教育機関には，学位授与権を有するものと学位授与権を有

さないものがあり，後者は学位授与権を有する機関の課程認定（validation）等を受けて，認定元
の機関名で学位を授与する。Diploma や Certificateについては学位授与権のない機関が授与し
ても違法ではないが，社会における通用性を確保する観点から学位授与権を有する機関の課程

認定等（Higher National Certificate：HNC及び Higher National Diploma：HNDは Business and 

図１　大学，大学以外の高等教育機関，継続教育機関と学位授与権

１ 政府文書等においては，継続教育機関のうち，特に高等教育を提供しているタイプのものを継続教育カレッジ
（Further Education College）と表現することがある。大学以外の高等教育機関についても Higher Education 
Institutionという時には，Universityまで含む場合があるため，「大学以外」と限定するために，高等教育カレッ
ジ（Higher Education College）の表現が用いられることがある。
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Technician Education Council：BTECの権能を承継した民間機関である Edexcelの認定）をうけ
て，当該課程を開設している。

　なお，継続教育機関については，従来学位授与権を有さなかったが，２００７年継続教育・訓練法

（Further Education and Training Act ２００７）によって，ファウンデーション学位（Foundation 
degree）が法律上の学位として区別して規定されるとともに，一定の要件を満たし，かつ公的財
政支援を受ける継続教育機関に限って，ファウンデーション学位のみの学位授与権が与えられる

道がひらかれた。

　学位授与権を有する機関は，大学を含めて，「認定機関（“recognized body”）」として，また
学位授与権を有さない機関であって学位授与権を有する機関の課程認定等を受けた学位課程

を開設しているものは，後述する継続教育機関を含めて，「掲載機関（“listed bodies”）」として，
１９８８年教育改革法第２１６条に基づく省令（statutory order）にそれぞれ機関名が記載される。

ア．認定機関（recognized bodies）
　８８年教育改革法第２１６条（１）は，同法第２１４条（２）に規定する「認定された学位等」

（recognized award）を授与する機関を所管大臣が「認定機関」として公表することを規
定している。（「認定された学位等」にはカテゴリーが３つあり，高等教育機関の学位等だ

けでなく，専門職能団体等が授与する学位類似の名称を付した awardsも含まれる。）
　なお，学位は原則として大学等高等教育機関が授与するが，例外的に，カンタベリー大

司教に “Lambeth Degree”の授与権がある。
イ．掲載機関（listed bodies）
　８８年教育改革法第２１６条（３）は，①「認定機関」によって授与される学位につながる教育

課程を提供する機関（課程認定等の手続きにより「認定機関」から承認を受けた教育課程

を実施し，当該「認定機関」の名の下に学位等を授与する機関），②「認定機関」である

大学を構成するカレッジ，スクール，ホールであって自らは学位授与権を持たない機関，

を「掲載機関」として所管大臣が一覧にして公表することを定めている。

＜２００７年省令における「認定機関」及び「掲載機関」の状況＞

ア．「認定機関」（０７年省令第２６８８号）

　　　１３３機関（１１１Universities，７University Colleges，１５その他）
　　　　＋

　　　ロンドン大学の学位授与機関１５機関

イ．「掲載機関」（０７年一部改正省令第２６８７号）

　（ア）パート１（学位一般，Sub-degree から Full-degreeまで含む）：３１０機関
　（イ）パート１（Foundation Degreeのみ）：１８１機関
　（ウ）パート２

　　①ケンブリッジ大学：３１機関

　　②ダラム大学：１６機関

　　③グラモーガン大学：１機関

　　④ロンドン大学：１＋１１機関

　　⑤マンチェスター大学：１機関

　　　⑥オクスフォード大学：４６機関

【コラム１】認定機関と掲載機関
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２．大学と学位授与権

２.１　学位授与権を有する大学・高等教育機関

２.１.１　大学・高等教育機関の定義

　大学・高等教育機関の定義は法令上はない。ただし，公的支援を受ける高等教育機関について

は，その要件が８８年教育改革法（第１２１条（１），第１２９条）で定められている。

（１）第１２１条（２）では，一定の要件（①フルタイム換算で３５０名以上及び５５％以上の学生が１９８１

年教育（学校・継続教育）規則附則２に定める advanced further educationの課程に在学
すること，または②同様の課程にフルタイム換算で２,５００人以上の在学生がいること）を
満たす公的セクターの機関について高等教育法人という法人格を与える旨を規定してい

る。

（２）また，第１２９条において，Politecnics and Colleges Funding Council（PCFC）が財政支援
を行う高等教育機関として，ポリテクニクに加えて，一定の要件（フルタイム換算で

５５％以上の学生が高等教育課程に在学すること）を満たす公的セクターの機関とする旨

を規定している２。

    
　なお，高等教育課程（courses of higher education）については，８８年教育改革法第１２０条（１）
附則６に規定がある。具体的には，①教員又は青年及びコミュニティー・ワーカーの更なる訓練

のための課程，②大学院課程（上級学位課程を含む），③第一学位課程，④高等教育ディプロマの

ための課程，⑤ BTECの HND又は HNC又はマネジメント・スタディーのディプロマ（Diploma 
in Management Studies）のための課程，⑥教育に関するサーティフィケート（Certificate in 
Eudcation）の課程，⑦高等レベルの専門職試験（GCEの Aレベル試験又は BTECの National 
Diploma又は National Certificateの水準よりも高度なもの）の準備のための課程，⑧高等レベル
の教育を提供する課程（試験準備であるか否かを問わず）の８種類を規定している。

  
　また，「大学」（University）名称を使用するためには，１９９２年継続・高等教育法（Further and 
Higher Education Act １９９２）第７６条に基づき枢密院（Privy Council）の認可が必要である。「大学」
名称を使用できる機関となるためには，①「教育学位」（taught degree）授与権を有すること，
②フルタイム換算で４,０００人以上の高等教育課程の学生が在学していること，③当該セクターとし
ての良好なガバナンスの原則への配慮を証明できること，の３つの要件を満たす必要がある。

　この３つの要件は，２００４年９月以降に適用されることとなったものであるが，それ以前は，①

教育学位のみでなく，「研究学位」（research degree）の授与権も有すること，②学位を授与する
学問分野に一定の広がりを有すること，が要件となっていた３。新たな要件設定の背景には，以下

に述べるとおり，デアリング報告（NCIHE, １９９７），２００３年高等教育白書（DfES, ２００３a）等の議
論がある。とりわけ，高等教育白書においては，教育学位のみの学位授与権を有する機関も学生

２ ９２年継続・高等教育法（第７２条（１））により８８年教育改革法（第１２９条）を一部改正したが上記要件に変化はない。
３ 例えば，２０００年に「チェトナム・グロスター高等教育カレッジ」が「大学」名称の申請を行った際の審査に用い
られたと考えられる基準は，① HEFCEが定める１１の学問分野のカテゴリーのうちの５つにおいてフルタイム換
算で最低３００人の学生が存在すること，②フルタイム換算で最低４,０００人の学生が高等教育（コース）を学んでい
ること，③フルタイム換算で最低３,０００人の学位レベルコースの学生が存在すること，④自らの教育コースや研究
の学位を授与する権能（power）を有すること，⑤最低６０人以上の研究学位登録者が在籍し，３０人以上に博士号
（及び博士号相当）を授与していること，となっていた。（文部科学省，２００３）



学位と大学（２０１０）16

数や教育を提供する分野に一定の広がりがあれば「大学」と称することができるようにすること

で，「大学」の使命として教育が重要であるというシグナルを発信し，「大学」の機能分化を促進

するとの考えが明らかにされた。なお，同白書は，大学教育の提供に当たって，教員が専門分野

の最新の研究動向等を把握・理解するための “scholarship”（学究）の重要性を否定しているので
はなく，すべての大学の教員が狭義の最先端の研究（cutting-edge research）にアクティブに従事
する必要はないとの立場をとっていることに注意が必要である。

２.１.２　「大学」の名称をめぐるデアリング報告以降の議論４

２.１.２.１　１９９７年７月デアリング報告の勧告と政府の回答

（１）デアリング報告（勧告）

　「我々の捉えた大学の特性とは，教育学位と研究学位を授与する権限であり，それが大学の名

称につながっている。９２年継続・高等教育法に基づき大学の名称の付与を申請する教育機関を審

査するために設定された数値基準は，対象となる教育機関の規模と学科の数に基づいているが，

このような数値基準が一部の教育機関の行動をゆがめる可能性がある。」（パラ１６.２１）
　「最近の高等教育の急速な発展に鑑みれば，かつて大学というステータスの付与が現在より抑

制的であって，現在のような数値基準の達成ではなく，独自の役割と特徴に基づいて大学という

ステータスが与えられていた時代にも長所があった。」（パラ１６.２４）
　「このため，短期的には大学の名称使用に関する現行基準を変更すべきではないが，将来，数

値基準のウェイトを減らし，大学名称を付与することの特徴的な役割や意義に重点を置くことに

よって，大学の数を相対的に安定させること。」［勧告６３］

（２）政府の回答

　政府としては現行基準がどのようなインパクトを与えているのか Quality Assurance Agency 
for Higher Education（QAA）や Higher Education Funding Council for England（HEFCE）の 意
見を聞くとともに，必要があれば講ずべき措置についても助言を得たい。

２.１.２.２　２００３年２月高等教育白書の指摘

　「高等教育機関が多様な特色を発揮すべき今日，優れた教育はそれ自体『大学』の中核的な使

命であり，教育学位だけでなく研究学位をも授与できる機関でなければ『大学』と称することが

できない現在の（大学名称使用の認定に関する）基準を見直して，教育学位のみの学位授与権を

有する機関も学生数や教育を提供する分野に一定の広がりがあれば『大学』と称することができ

４ デアリング報告以前の議論として，Farrington D.（１９９８）は St. David Collegeの大学の地位をめぐる訴訟の判例
（１９５１年）を取り上げ，法廷が大学の特性として，①王権によって法人格を与えられた機関であること，②世界
各国からの学生に開かれていること，③アカデミック・スタッフが複数のマスターから構成されること（一人だ
けの教員では大学とは言えない。），④神学（theorogy：科学の女王），法学（または哲学），医学の少なくともい
ずれか一つの高級学問（high faculty）を教授していること，⑤当該機関自身の建物の中，あるいは近隣に住居
（寄宿舎）があること，⑥最も明白でもっとも基本的な資質として，当該機関が学位を授与（confer）する権限
を有すること，の６つを明らかにした上で，授与できる学位が「宗教学士と芸術学士」（Bachelor of Divinity and 
Bachelor of Arts）に限定されていたことなどから，「大学」と名乗るに適当ではないと判ぜられ，St. David College
は敗訴した，と述べている。
　また，この判例にかかわらず，１９１９年から１９４６年にかけて，当時の UGCが大学名称の使用に関する認可申請
に際して，Privy Councilの要請に応じて，その適否の判断基準として，①センター・オブ・アカデミック・エク
セレンスであること，②良好な財政状況（sound finances）であること，③学生および教員が相当数にのぼること，
④地域社会に強く支持されていること，⑤思想の自由（freedom of thought）にコミットしていること，の５点を
要件としていたとも述べている。
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るようにすべき。」（第４章）

２.１.２.３　２００３年６月英国議会下院委員会報告（House of Commons, ２００３）

　研究学位の授与権がない機関に大学のステータスを与えることへの重大な懸念を表明し，政府

が基準の改正に性急になることなく，十分な議論を尽くすべき。

＜「大学」名称をめぐって関係者から議会に対して提出された意見＞

　高等教育カレッジの団体からは，「大学」名称の付与基準を白書が示した方向で改正することに

賛意を表したが，このことによって「教育オンリーの機関」と誤解されることへの懸念や研究学

位の授与権は当該機関の組織としての研究の幅と成熟度の指標であるとの意見。

　大学関係者からは，教育学位のみを授与する機関を大学と称することは欧州の基準からも不適

合であり，英国大学の名声を低下させるおそれがあるとともに，高等教育の機能の多様化は，セ

クターの多様化であるべきで，教育（に重点を置く）機関は多様な高等教育セクターの中で重要

な役割を果たすべき等の反対意見。

２.１.２.４　２００３年７月下院委員会報告に対する政府（教育技能大臣）回答（DfES, ２００３b）

　白書の作成過程における協議の際にも意見が分かれたところであり，今後，新たな基準の具体

案を示しつつ，さらに関係方面との協議を重ねた上で，最終的な判断を下したい。

２.１.２.５　２００３年９月「大学」名称付与の基準案に係る政府作成協議文書（DfES, ２００３c）５

　現行の基準では，「教育」「研究」双方の学位授与権を有すること，幅広い学問分野の教育を提

供していること等が必要であるが，このような基準は大学セクターの多様性を限定し，機関が得

意分野の教育研究に特化することを妨げるものである。このため，高等教育白書で提案したよう

に，「教育」学位授与権と一定の学生数のみを要件として「大学」名称の使用を認める必要がある。

　少なくともフルタイム換算で４,０００名の学生を擁し，そのうち３,０００名が学位レベルのコースに
在籍していること，という現行基準を踏襲する。この基準は当該機関が継続的なアカデミック・

コミュニティーを形成するに十分な学生組織を有するという確信を得るためのものである。

２.１.２.６　２００４年３月「大学」名称付与の認可基準改正案に対する協議結果の公表（DfES, ２００４c）

　３月１６日付けの高等教育担当（閣外）大臣名の文書（Written Ministerial Statement）は，次の
ような協議結果の概要を公表した。「教育」学位授与権のみで「大学」名称の使用を認めることに

ついては，大学関係者は反対，高等教育カレッジ関係者は賛成と意見が分かれた。ただし，「教

育」学位授与権の認可基準の改正案については，概ね賛同が得られた。

２.１.２.７　２００４年７月高等教育等担当閣外大臣名の文書による方針の表明

　（１）教育学位の授与権と従来の学生数を基礎として「大学」名称を与えること，（２）５つの

学問分野で学ぶ学生が在籍していることという「大学」名称を与える条件を削除し，特定専門分

野の高等教育機関が大学となる途を開くこと，が７月１６日付けの高等教育等担当（閣外）大臣名

５ 政府は０３年５月に QAAに対して現行の基準の見直し（review）を依頼しており，その際，「大学」名称付与に関
しては，大学名称は現行の学生数の基準と「教育」学位の授与権によって専門（高等教育）機関に（も）付与す
べきである，との考慮事項を示している。また，QAAは翌６月には検討結果を報告したが，その後，教育技能省
において法律顧問等と検討を重ね，最終的に同年９月に改正基準案が策定・公表された。
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の文書で示された。なお，これを受けて，同年９月に，「大学」名称付与の認可基準が改正，適用

されることとなった。

２.１.３　大学・高等教育機関及び高等教育の目的

　大学・高等教育機関の目的についても法令上特に規定はない。ただし，例えば，ウォリック大

学の勅許状においては，「この大学の目的は教育及び研究による学習と知識の進歩並びに大学教

育の提供である」（The objects of the University shall be the advancement of learning and knowledge 
by teaching and research and the provision of University education.）といったような記述が見られる。
また，８８年教育改革法第１２４条は高等教育法人の権能（power）として，（１）高等教育の提供，
（２）継続教育の提供，及び（３）研究の実施及び研究その他の活動成果の適切な方法による公

表（publish），の３つを定めている。
　なお，高等教育の目的については，政府文書において以下のような記述がみられる。

２.１.３.１　デアリング報告

　デアリング報告（第５章）では，高等教育の目的について（１）ロビンズ報告における定義，

（２）諮問に際しての教育雇用省からの提示，（３）デアリング委員会自身の定義，を以下のよう

にまとめている。

（１）ロビンズ報告では，①雇用のための技能の教授，②一般的な精神力の陶冶，③学習の高

度化，④市民に共通の文化・水準の伝播，の４つを高等教育の目的と位置づけ。

（２）教育雇用省は，①職業に必要な技能の伝授，②個人，雇用主及び国家が全体として変化

する環境に適用できるように生涯学習の機会を提供すること，③一般的な精神力の促進，

④学習と研究の高度化，⑤社会の全領域における文化及び高度な水準の促進，⑥国内外

における国益と地域社会への貢献，を高等教育の更新された目的として提示。

（３）デアリング委員会としては，以下のように定義。

①個人がその人生を通じて潜在的能力を最大限に発揮できるようにすること，これに

よって個々人が知的に成長し，職業に適切に対応でき，社会に効果的に貢献するとと

もに，自己実現を達成できるようにすること。

②自らのために知識と理解を増進するとともに，それを経済・社会の便益のために適用

できるようにすること。

③地域，国家それぞれのレベルにおいて，柔軟で，持続可能な，知識基盤社会のニーズ

に応えること。

④民主的で，文明化された，統合的社会の形成のために主要な役割を果たすこと。

２.１.３.２　HEFCE

　HEFCE（２００５）は，個々の高等教育機関の機能は多様であるとしつつ，高等教育の主要目的と
して次の３つを掲げている。

（１）個人が，私的に及び職場において，その能力を開発し，その可能性を実現できるように

すること。

（２）学究と研究を通じて，知識及び理解を高度化させること

（３）経済的に良好であるとともに，文化的に多様な国家（の形成）に貢献すること
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２.２　設置形態と設置認可（法人格の付与と審査）

　歴史的経緯により，あるいは既設の教育機関に対して一定の要件（学位授与権を有する機関の

傘下で高等教育プログラムを運営した実績があること）の下に大学名称や学位授与権を認可して

きたたため，既述のとおり設置者の形態は多様である。勅許状法人，個別法法人，会社法に基づ

く法人（Company limited），高等教育法人のほかに，公益信託（Charitable Trust）によって設置
される高等教育機関も存在し得る。

２.２.１　勅許状法人

　勅許状法人については，９２年以前から学位授与権を有していた大学等高等教育機関の多くがこ

れに該当するが，９２年以降に学位授与権を認可されたものの中にも勅許状法人が少数ながら含ま

れる。例えば，２００６年に認可された College of Lawがこれに該当し，学位授与権の認可に際して
は，枢密院の承認を得て勅許状の一部修正が行われた。なお，勅許状による法人認可については

枢密院が行う。

２.２.２　個別法法人

　個別法法人については，例えば「ダラム大学及びニューキャスルアポンタイン大学法（１９６３

年）」に基づく両大学がこれに該当する。なお，学位授与権という観点からは，既に勅許状により

学位授与権を与えられていた大学から分離したカレッジ等に法律により学位授与権が付与する効

果があり，オックスフォード高等教育政策研究センター（Oxford Centre for Higher Education 
Policy Studies：OxCHEPS）によれば，８９年以前の個別法法人の事例については全て同様である
とのことである。なお，個別法により法人格を取得する場合については，該当する法律に規定が

あるものと思料される。

２.２.３　会社法に基づく法人

　会社法に基づく法人については，９２年以前から学位授与権を有していた大学等高等教育機関の

例としては，London School of Economics and Policital Scienceが，また，９２年以降に学位授与権
を認可されたものとしてはロンドン行政区内のポリテクニクが該当する。後者については，８８年

教育改革法施行前から会社法に基づく法人格を有しており，同法は国が直接財政支援するに際し

て，基本定款（memorandum of association）及び通常定款  （article of association）の雛形を定
め，枢密院の認可を要することとを規定している。

　これらはいずれも会社法６に基づく有限責任会社であるが，株式資本を有さない（without share 
capital）あるいは構成員は利益の配分を受けない旨の規定を設ける等により公益性（charitable 
status）が認められている。
　会社法に基づく法人は登記により設立される。具体的には，基本定款と通常定款を登記手数料

（約２０ポンド）と設立に関与した人の宣誓書を添えて会社登記所（the Companies House）に送
付し，設立証書（Certificate of Incorporation）を取得する。公開株式会社の資本金は，現行５万
ポンドが下限となっている。

６ 会社法（２００６年に大改訂が行われたが，以下に述べる基本的な枠組みは８５年会社法（Company Act １９８５）を基盤
に存続。）により，概ね①非公開株式会社（Private company limited by shares），②非公開保証有限会社（Private 
company limited by guarantee）（なお，８５年会社法で“Company limited by guarantee and having share capital”は
新設，再登記できないこととなっている。），③非公開無限責任会社（Private unlimited company），④公開株式会
社（Public limited company：Plc.），⑤ Community interest company（０４年会社法で新設。）の５つに区分される。
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２.２.４　高等教育法人

　高等教育法人については，地方公共団体の管理下にあった独自の法人格を有さないポリテクニ

ク等公的高等教育機関（public sector higher education institutions）に独立した法的地位を与え，
国が直接財政支援する仕組みとして導入されたものである。高等教育法人については８８年教育改

革法に定める基準を満たすとともに，管理運営規則（articles of government）について枢密院の
認可が必要である。

２.２.５　公益信託

　公益信託については，実態は不明であるが，公益信託により大学等高等教育機関を設置し，か

つ公的財政支援を受ける場合には，９２年継続・高等教育法（第７３条により８８年教育改革法に追加

された第１２９B及び第７５条により修正された８８年教育改革法１５７条）の定めるところにより，trust 
deedsの内容を変更した上で枢密院の認可を得る必要がある。
　公益信託については，公益団体法（Charities Act １９９３）に基づき，原則として，公益委員（Charity 
Commissioner（２００６年公益団体法の施行により，法人格を与えられた公益委員会（Charity 
Commission））に信託証書等の必要書類を提出して登録することになる。なお，例外として，他
の法令で定めのある高等教育法人，継続教育法人，同種の勅許状法人や年間の税引き前収入が１

千ポンド（０６年法では５千ポンド）未満である団体等については登録手続きを要しない。

　このように伝統的な大学等高等教育機関は，たとえ会社法に基づく会社であっても非営利法人

が設置者となっていた。しかし，２００７年秋に初めて営利の公開株式会社（Public Limited 
Company）の運営する法律系の専門カレッジ７が教育学位の学位授与権を認可された。

　学位授与権の認可及び「大学」名称使用の認可は，枢密院が行う。学位授与権のない高等教育

機関については，特段認可行為はないが，大学または学位授与権を有する高等教育機関の課程認

定等を受けないと学位課程は開設できない。

　営利法人立の高等教育機関に対する学位授与権の認可について，従来から法人格の種類によっ

て学位授与権の認可を制限する規定はなかったが，０４年の認可基準の改訂において高等教育機関

の設置自体を主たる目的としない組織に配慮した記述を設けるとともに，公的財政支援を受けな

い大学等学位授与機関の設置者（営利法人を含む）については，学位授与権は６年毎の更新制で，

QAAによる質の監査を受ける等の条件を付すこととした。（学位授与権の認可については３．で
詳述）

２.３　学位授与権を有する大学・高等教育機関の自律性（自治）

２.３.１　学問の自由の保障

２.３.１.１　カリキュラムの編成権等

　９２年継続・高等教育法第７６条（６）において，法令の規定に則り学位等を授与するための教育課程

（course of study）や研究プログラム等を決定するのは（学位授与権を有する）当該機関である

７ BPP College of Professional Studiesで，認可時の設置者は営利機関の BPP Holdings Plc.であったが，その後，
２００９年７月に米国ナスダック上場会社 Apollo Group Inc. の子会社である Apollo Global Inc. が BPP Holdings Plc.
を買収し，Apollo Global Inc. が新たな設置者となった。（Apollo Groupは傘下にフェニックス大学を有する米国
企業である。）
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旨の規定が設けられている。また，これに関連して２００４年高等教育法（Higher Education Act ２００４）
は，大学等が授業料標準額を超えて授業料を設定する場合に，独自の奨学金制度を含む教育機会

の均等を促進するための計画を作成し，Director of Fair Accessの承認を得ることを義務付けてい
るが，同時に同法第３２条（２）において Directorに対し，高等教育機関がどのような内容の教育を
行い，指導・評価するか，どのような基準を適用して学生の入学を許可するかを決定する自由を

保障する（promote）ことを義務付けている。

２.３.１.２　教員個人の身分保障

　個々の教員の「学問の自由」については，８８年教育改革法において「大学教員は自由に自分の

意見・見解を述べる権利を有し，不人気な思想・論議を巻き起こすような意見を有するが故に解

雇されることはない」旨を定めた条文（第２０２条（２）（a））がある。なお，当該条文は，教員の解雇
事由を明記すべく勅許状を修正する権限を与えられた Royal Commissionerを任命することとの
関連で法案審議の過程で追加されたものであるために，９２年以前の勅許状法人が設置者たる大学

等にのみ適用される。

２.３.２　教学と経営の分離

　法人が教学面に関与することについての規制等は特段法令上明記されていない。ただし，９２年

以前に勅許状で設立された大学等については，当該 Charterまたは Statuteにおいて，以下２.３.３に
述べるようなカウンシルとセネトの権限関係が明記されている。

　このほか，学位授与権を有する機関が他の機関のプログラムを学位プログラムとして認定する，

いわゆる課程認定の手続きにおいて，認定を受ける機関における academic authorityの独立性を求
める場合がある。具体例としては，Open University Validation Service（OUVS）が，特に相手機
関が企業である場合，役割の混乱を招いたり，アカデミックな環境の安定性を危うくする可能性

があるとして，所有者や株主を学務に係る決定に直接関与させないよう求めている。

２.３.３　管理運営

　大学管理機関（大学の最終意志決定機関）は，９２年以前の大学等（勅許状法人の場合，特段の

記述がない限りは以下同様）についてはカウンシル（Council），９２年以降の大学等（高等教育法
人及び有限責任会社の場合で公的財政支援を受ける機関。特段の記述がない限りは以下同様）に

ついては Board of Governers ８で，いずれも非常勤の学外有識者が過半数を占める。大学管理機
関は執行機関の監督及び中長期計画，戦略等の承認を主たる任務とし，日常的な業務運営は CEO
としての学長（Vice-chancellor, Principal又は Rector）が担当する。

２.３.３.１　教学に関する最高意志決定機関

　９２年以前の大学等については，勅許状等においてセネト（Senate）が学務に関する権限を有す
る旨規定している。学内の教員を中心に構成され，学生組合の代表も加わる。

　９２年以降の大学等については，学務委員会（Academic Board）が学務に関する責任を有する。
学内の教員を中心に構成され，その過半数は上級スタッフ（学長補佐，学部長，学科長等）で占

める。

８ ただし，Company limited by guaranteeが設置者である場合には court of governorsの名称が使用されている例も
ある。いずれにしてもそれらの構成等については枢密院の認可事項である。
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２.３.３.２　教員人事に関する最高意志決定機関の構成員

　９２年以前の大学等については，勅許状等において最高意志決定機関であるカウンシルに対して

セネトが教職員の任命・昇任等について推薦すること，カウンシルはこれを考慮した上で任命等

するとともに，セネトの推薦に従わない場合には，その理由等をセネトに通知しなければならな

いこと等が規定されている。

    ９２年以降の大学等については，管理運営規則等において，学長（Principal又は Rector）に一般
の教職員の任命権がある（ただし，Board of Governersが定めた枠組みの中で給与その他の勤務
条件を適用する）旨規定されている。なお，学務委員会の関わり方については明確な規定はない。

２.４　「大学」名称の規制

　「大学」名称使用は９２年継続・高等教育法第７７条に枢密院の認可を要する旨の規定がある。ま

た，９８年教育・高等教育法（Education and Higher Education Act １９９８）第３９条には，教育サービ
スを提供する組織について，法律，勅許状に基づくことなく，また枢密院の許可なく「大学」の

用語を組織の名称に用いることができない旨の規定がある。

　他方，教育サービス以外の業を営む組織が，組織の名称等を登記する場合，あるいはビジネス

ア．教授，助教授の任用条件・任用時の審査主体

　教員の任用条件や審査の仕組みについては法令上明確な規定はなく，各高等教育機関が定

めている。

　なお，高等教育機関の教員資格を設定することの必要性が高等教育白書（０３年）等で指摘

された。これを受けて，高等教育教員資格を認定するために，大学人の自主的な組織として

Institute for Learning and Teachingが設立され，その後Higher Education Academyへと改組
されて今日に至っている。

イ．専任教員の身分，担当授業時間数，専任と非常勤との人数の比率 
　専任教員についての法令上の定めはなく，実態については HEFCE（２００８）の以下のよう
なデータがある。なお，パーマネント教員の給与中央値（median）は Professors：６２,１１０ポ
ンド／年，Senior lectures and researchers：４６,１１０ポンド／年，Lecturers：３７,１８０ポンド／
年となっている。

【コラム２】大学・高等教育機関の教員構成

　　　　　　　　　　　表１　イングランドにおける大学等の教員構成（０６年度） 　　　　　　（単位：人）

 全体＜ permanent率＞
（１３２機関）

普通カレッジ
専門 HEIs（５７）

その他大学
 （３８機関）

研究志向大学
（３７機関） ※

  カテゴリー

＜９３％＞
１５,３４３
（１４％）

２,１９８
（１３％）

２,９９２
（９％）

１０,１５３
（１７％）

 Professors

＜９０％＞
２４,７８８
（２２％）

３,２３２
（１８％）

７,３８２
（２１％）

１４,１７４
（２３％）

 Senior lectures
  and researchers

＜８２％＞
４３,９８９
（３９％）

８,４９３
（４９％）

２１,３１１
（６２％）

１４,１８５
（２４％）

 Lecturers

＜２２％＞
２８,１０１
（２５％）

３,５０５
（２０％）

２,８３５
（８％）

２１,７６１
（３６％）

 Researchers

＜７０％＞
１１２,２２１
（１００％）

１７,４２８
（１００％）

３４,５２０
（１００％）

６０,２７３
（１００％）

　合　計

※０２年度研究交付金の配分額が上位２分の１に位置する機関を研究志向大学として分類
   出典：“Staff employed at HEFCE funded HEIs: update -Trend and profiles” HEFCE（July ０８/２６）
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を行うに際して「大学」の名称を使用する場合には，１９８５年会社法第２９条または１９８５年ビジネス

名称法第３条これらの条文によって制定された会社・ビジネス名称規則（Company and Business 
Names Regulation）に基づき，事前に枢密院に協議をし，枢密院の文書（statement）を添付して
登録等の申請を行わなければならない９。

２.５　学位授与権を有さない教育関係機関

　既述のとおり，高等教育機関の中には学位授与権を有さないものがあるが，ここでは継続教育

機関についてのみ記載する。

２.５.１　継続教育機関（継続教育カレッジ）

　教育技能省（当時）の要請を受けて，継続教育機関の将来の役割について検討していた Sir 
Andrew Foasterが２００５年１１月に公表した報告書“Realizing The Potential－ A review of future 
role of further education colleges”は継続教育機関の歴史的経緯，種類等について以下のように
記載している。

２.５.１.１　歴史的経緯

（１）１８世紀末に向けて産業革命によって職業訓練需要が飛躍的に拡大し，多くの継続教育機関

の起源となる機械学校（mechanics institutes）や技能学校（technical schools）が設立され
た。技術面の発展と自助（self-help）の文化が労働者の基礎技能，新たな知識の獲得と教
養のための夜間学級の開設を助長した。

（２）継続教育機関は，その後，初期における技能教育中心の内容に，進学のためのセカンド・

チャンス，個人の社会的栄進や社会的統合，高等教育の身近な機会の提供，雇用者の労働

生産性向上の要求への対応，といった様々な機能を追加していった。

（３）９２年継続・高等教育法の施行によって，一定の基準を満たす継続教育機関は地方教育当局

から独立して法人格を与えられた。同法は法人化された公的継続教育機関を支援する組織

として，Further Education Funding Council（FEFC）を設立し，この機能は後に Learning 
and Skills Council （LSC）へと引き継がれた。

（４）FEFCは専ら財政支援によって継続教育機関の活動を方向付けてきた。継続教育機関は，
地域の学習ニーズを把握し，これに応えることを要請されたが，FEFCは必ずしも各地域
の詳細な事情を反映することなく，国家的な目的を踏まえた施策を遂行していた。

（５）２０００年学習・技能法（Learning and Skills Act ２０００）によって，LSCが設立され，計画と
財政支援の両機能が付与された。LSCは本部とともに，４７カ所に法令に基づく地域事務所
を有し，地域の視点に立った施策の展開が可能となった。

（６）しかし，LSCの設立は中央の FEFCと地域に設立されていた Training and Enterprise 
Council（TEC）の統合によるものであったために，各地域事務所の独立性が制限される傾
向があり，改革が必要とされ，LSCの組織機構が改革されるに至った。

９ この取り締まりはもっぱら地方の商務担当の部署（local trading standards officers）が対応しており，必ずしも迅
速かつ適切な対応が図られていないとの批判もある（THE, ２００７）。
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２.５.１.２　継続教育機関の種類

　継続教育機関は，４つのタイプに大別される。（括弧内はイングランドの機関数）

（１）一般継続教育カレッジ（GFECs）及び第３段階カレッジ（２５０余機関）
　職業的な分野から学問的な分野まで幅広い教育プログラムを若者及び成人一般双方を

対象に提供。個人のレベルに応じて初歩の職業教育から高等教育までを地域社会のニー

ズを踏まえつつ提供できる利点あり。プログラムの修了率も Sixth Form Collegeに匹敵
する程度に高い。

　一般継続教育カレッジは平均で約１２,０００人の学生数，学生規模の幅は，２,５００人～
４５,０００人と多様。

（２）後期中等教育カレッジ（Sixth Form Colleges）（１００余機関）
　歴史的には，主として Aレベル試験のための教育を１６~１９歳の生徒を対象に実施する
機関であったが，近年は，生徒のプロファイルに応じて幅広い教育プログラムを提供し

ている。１６～１９歳の生徒を対象としたフルタイムの教育プログラムにおいて高い修了率

（０３/０４年度で７６％）を誇っている。近年は新設されるカレッジはほとんどない。
　生徒数は５７０人～７,０００人まで多様。規模の大きなカレッジでは年間予算が６,５００万ポン
ドにのぼる。

（３）スペシャリスト・カレッジ（２２機関）

　芸術やデザイン，土地を基盤とする分野（land based subjects）といった専門的なカリ
キュラム領域に特化したカレッジ。専門性ゆえに雇用者や特定産業との結びつきが強固。

　小規模なカレッジが多く，LSCの支援規模は芸術・デザイン系で平均３１０万ポンド／
年となっている。

（４）専門指定機関（Specialist designated institutions）（１６機関）
　専ら成人を対象とした宿泊型の機関。

　９２年継続・高等教育法によって約４６０の継続教育機関が法人化された。多くの機関が公的資金を

主たる収入源としており，平均で７８％が LSCの財政支援であり，雇用者や学習者からの授業料は
９％にすぎない。

ア．年齢別学生数（０３/０４年）   ＜単位：千人＞
１９歳未満 ７２９千人

１９～５９歳  ３,０９４千人
６０歳以上 ３６３千人

不明 ２０千人

合　計 ４,２０６千人

【コラム３】継続教育機関に関する統計データ

表２　　継続教育機関における履修プログラム別学生数（０２/０３年度）        単位：人（％）

 合　計成　人１６－１８歳教育プログラムの水準

１,１０３,１４４（３２.１）
１,０３０,２００（３０.０）
６９３,８９３（２０.２）
６０,１１９（ １.７）
５４９,７５７（１６.０）

 ７１１,６５６（４０.１）
４８８,９７２（２７.６）
３２６,２９７（１８.４）
５７,７５６（ ３.３）
１８７,８８８（１０.６）

  ３９１,４８８（２３.５）
  ５４１,２２８（３２.５）
 ３６７,５９６（２２.１）
２,３６３（ ０.１）

 ３６１,８６９（２１.７）

レベル１・入門
レベル２
レベル３
レベル４，５・高等教育
その他

３,４３７,１１３（１００）１,７７２,５６９（１００） １,６６４,５４４（１００）合 　計
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２.５.２　継続教育機関の定義・目的

　法令上，継続教育機関そのものの定義はないが，「継続教育」及び「継続教育法人」の定義は次

のとおりである。

　継続教育については，９２年継続・高等教育法第３条（１）附則２で９種類の課程を規定している。

具体的には，（１）職業資格を取得するための準備課程として当分の間所管大臣が承認する課程，

（２）GCSE又は GCE/A,ASレベルを得るための準備課程，（３）高等教育の課程に進学するた
めの準備課程として当分の間所管大臣が承認する課程，（４）（１）から（３）に該当する他の課

程に進学するための準備課程，（５）英語の基礎リテラシーのための課程，（６）英語を母国語と

しないものの英語の知識を向上させるための課程，（７）数学の基本原理を教える課程，（８）

ウェールズに関して，ウェールズ語のリテラシーのための課程，（９）学習能力に障害を有する者

が（４）から（８）に該当する他の課程に進むための準備として自立性やコミュニケーション能

力を教える課程，である。その上で，同法第１４条は，義務教育段階の年齢を超える者を対象とす

る教育を継続教育と定義している。

　また，同法第１５条において，一定の要件（（１）高等教育又は継続教育の課程に在籍する学生数

がフルタイム換算で１５％以上であること，または（２）義務教育年限修了者であって全日制の教

育を受けている１９歳未満の学生が６０％を超えていること）を満たし，かつ法律施行時に地方教育

当局によって維持されている機関に法人格を与え，同法第１７条で「継続教育法人」（“further 
education corporation”）と称する旨規定している。

　継続教育法人の権能について，同法第１８条（１）は，（１）継続教育及び高等教育を提供するとと

もに，（２）当該教育との関連において物品やサービスを提供する，と規定している。

　なお，上記２.５.１の報告書においては，継続教育機関の目的として，（１）職業上の技能の開発，
（２）社会的統合及び個人の進歩，（３）進学の実現，があげられるとした上で，近年では，特に，

（１）の技能開発を継続教育カレッジ（特に GFEC）にとってのコアとなるべき役割として強調
している。

２.５.３　継続教育機関の設置形態

　継続教育機関の設置形態は，高等教育機関と同様多様である。すなわち，勅許状法人，継続教

育法人，会社法に基づく法人（営利法人を含む）等である１０。

　既に述べたとおり，設置者の設立認可は法人格の種類に応じて多様である。「継続教育法人」に

１０ Statutory corporationが存在するかどうかは不明である。なお，９２年継続・高等教育法第２９条の規定から，人格無
き社団：unincorporated associationも存在し得る。

 イ．継続教育機関の教職員
　約２３９,０００人（教員：１３４,０００人，教育支援職員：２７,０００人，その他職員：７８,０００人）          
　約１３４,０００人の教員のうち，４９,０００人がフルタイム，５２％がパーマネント。フルタイム教員
の給与は年額平均２７,７１０ポンド（０２年３月３１日現在）（中等教育教員より６％低い。）
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ついては以下のとおりである。

　継続教育法人は，９２年継続・高等教育法の規定により，所管大臣が地方教育当局の管理・運営

する継続教育機関のうち要件を満たすものを省令で指定（第１５条）又は，所管大臣が省令で措置

（第１６条）することとなっている。また，設置に当たっては，同法附則４に定める管理運営規則

等を整備し，国からの公的財政支援を受ける機関として指定を受けるためには，これらについて

所管大臣の承認を得ることとされている。

　継続教育機関については政府等からの財政支援を受けない場合には，特段，認可等を受ける必

要はない。ただし，学位課程を開設する場合には，大学や学位授与権を有する高等教育機関の課

程認定等を受ける必要がある。

　また，職業資格等を取得するための課程を開設する場合には，当該資格を認定する機関から課

程認定を受ける必要がある。特に，当該資格が国の職業資格（National Vocational Qualifications：
NVQ）である場合には，Qualifications and Curriculum Development Agency（QCDA）の認定を
受ける等の必要がある。

　地方教育当局の設置する継続教育機関および継続教育法人が設置しかつ政府等からの財政支援

を受ける継続教育機関の場合，８８年教育改革法第２１８条（１）（b），同条（１０）（aa）に基づいて所管大臣
が定める教員資格に関する省令に合致する教員を採用しなければならない等高等教育機関には適

用されない規制がある。ただし，継続教育機関において高等教育課程のみを担当する教員にはこ

の資格要件は適用されない。

　継続教育機関は営利法人も設立可能であるが，後述するように，ファウンデーション学位の学

位授与権は継続教育法人が設置しかつ政府等からの財政支援を受ける継続教育機関のみが認可対

象となる。

２.５.４　高等教育との関係

　継続教育機関における高等教育課程は，主として，（１）Edexcel等の試験機関が課程認定する
HNCや HNDの課程，（２）大学等学位授与機関が認定する学位（ファウンデーション学位を含
む）課程，（３）学位授与機関がフランチャイズ契約により継続教育機関で開設する高等教育課程

（学生は学位授与機関に所属するものとして処理される）の３種類がある。

　１９９９年以降，継続教育機関が提供する高等教育課程（学位レベルのものだけでなく，HNCや
HNDも含む）に対する財政支援は，HEFCEが行うこととなった。
　デアリング報告は２つの観点から継続教育機関における高等教育課程を取りあげ，注目された。

すなわち，（１）８０年代から９０年代にかけて拡大した学位授与機関との連携により継続教育機関で

提供される高等教育課程の質が十分担保されているかどうか懸念されること，（２）高等教育機会

の拡充を推進する方策として打ち出された「ファウンデーション学位」課程の提供において継続

教育機関が中心的な役割を果たすべきこと，の２点である。

　前者の質の確保については QAAの「高等教育の質保証のための行動規範」（“Code of practice 
for the assurance of academic quality and standards in higher education”，以下「行動規範」とい
う。）において学位授与機関と継続教育カレッジ等との連携による高等教育プログラムの提供に

係る各種の留意事項が取りまとめられた。また，後者については，０３年の高等教育白書において

も青年層の５０％に高等教育機会を提供するという政府の方針を実現するための重要な方策として
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「ファウンデーション学位」が位置づけられ，継続教育カレッジの果たすべき役割の重要性が再

確認された。（しかし，準学士レベルの資格の付与における継続教育機関の役割が強調されたこと

によって，大規模な GFECにおいては高等教育進学のための教育から学位レベルの教育まで多様
な教育の提供を求められ，負担を強いられているという面もある。）

　継続教育機関は高等教育課程の１０％を提供しており，学部学生の９人に１人は継続教育機関で

教育を受けている。（高等教育課程への進学者の約３分の１が継続教育機関のルートを経ている。）

　０６年３月に公表された継続教育白書（DfES, ２００６a）においても「高等教育へのアクセスが限ら
れた地域における継続教育カレッジの高等教育提供機能を生涯学習ネットワークを通じて発展さ

せる」旨の記述がある。

　継続教育機関と高等教育機関のちがいは，主として，高等教育課程の在学者比率にある。し

かし，５５％以上の学生が高等教育課程に在学するとの要件を満たせば自動的に指定を受けられ

るわけではなく，所管大臣の裁量が認められている。所管大臣は，HEFCEや QAAに助言を求
め，これらを踏まえて指定の可否を判断する。

（１）HEFCEによる判断基準
　次の要件を満たす場合には，指定可とする助言を大臣に行う。

①　当該機関が高等教育セクターに新たな又は高度に特色ある教育（主として分野，ただ

し学習環境や学習アプローチも含み得る）をもたらすことによってセクターの多様性が

拡大すると考えられる場合であって，高等教育機関の専門分野としての学問的な信頼性

を有するものであること

又は，

②　当該機関の提供する教育が，その分野や方法において既存の高等教育機関と共通する

ものであっても，当該機関が高等教育セクター全体の地位や名声を高めるものである場合

かつ

③　当該機関が学生からの強い需要を有するとともに，卒業生の雇用記録が良好であること

及び

④　当該機関が，高等教育セクターの機関として期待されるに相応しい質の基準を満たし

ているという意味において良い評価を受けており，今後もそれを維持できるとみなされ

る場合

（２）HEFCEが QAAと協議して結論を出す必要のある事項
①　財政的な裏付け／財政上の健全性（今後５ヵ年間の財政見通し及びその根拠について

の説明と過去３年間の監査済み財務諸表を求める。）

②　ガバナンスと説明責任（これらが法令上の要請及び Financial Memorandumの要請に
対応しているかを確認する。）

③　質及び質の確保（質の確保のための仕組みについて証拠の提示を求める。その際 QAA，
課程認定を行った高等教育機関，専門職能団体等からの報告を徴する。）

④　法人としての計画（HEFCEが提出を求める中期計画等を企画する能力があるかどう
か，また，進学機会の拡大，教授・学習機能の強化等の政策的事項についての姿勢を確

認する。）

【コラム４】継続教育機関から高等教育機関への移行 



学位と大学（２０１０）28

２.５.５　継続教育機関の自律性（自治）

　継続教育機関について，機関の自治，教員の身分保障等に関する特段の規定はない。

　教育内容等については，既述のとおり，外部の組織が定めたカリキュラムや基準・枠組みに強

く規制され，この点が大学や学位授与権を有する高等教育機関と異なる。

　また，継続教育法人については，９２年継続・高等教育法附則４で各法人の Instruments and 
Articles of Governmentにおいて，法人役員，校長，各種委員会の役割分担を定めるべき旨規定し
ている。

　なお，０８年５月１日付けのファウンデーション学位の学位授与権の審査基準（DIUS, ２００８）に
よれば，学位課程の運営責任者は，学外試験委員，課程認定委員会委員，学外評価委員等として

他の高等教育機関において経験を有する必要がある旨の記述がある。

２.６　第３段階の教育機関（研究機関を含む）と学位授与権

    大学，高等教育機関に該当しない機関で学位授与権を有している機関として，カンタベリー大
司教が唯一存在する。過去においては，学位授与権を有しないポリテクニクや高等教育機関の課

程認定を行い，独自の学位を授与する機関として，Council for National Accreditation Agency
（CNAA）が存在していたが，９２年継続・高等教育法の成立によってポリテクニク等に大学昇格
への途が開かれたことから廃止された。

　カンタベリー大司教が授与する Lambeth Degreeの概要は次の通りである。
　ヘンリー８世の治世下で定められた「１５３３年キリスト教会に関する免許法」（Ecclesiaastical 
Licences Act １５３３）に基づいてローマ法王の特免状を交付する権能をカンタベリー大司教に移管
した結果として，カンタベリー大司教に学位授与権が与えられた。

　カンタベリー大司教の The Faculty Officeによれば，オクスブリッジ大学への通学がペストの流

⑤　校地に係る事項（向こう５年間の校地（スペース）活用戦略が明確になっている必要

がある。経常経費の支援について財政的な裏付けがあるだけでは不十分で，資本面での

支援に際して求められる法人側の資産が必要とされる。）

⑥　データの収集・提供（HEFCEの財政支援に際して必要とされる HESAへの各種デー
タ提供に対応できる能力が求められる。）

⑦　管理運営に関する事項（公正な管理運営上の仕組み及び手続きについての証明が必要

である。）

　　なお，専ら，高等教育機関となることで地位が向上するとの意向から，地域の教育ニー

ズを無視して，継続教育課程の規模を縮小して，高等教育課程の学生の割合を増加させる

ことで高等教育機関としての基準を満たすようなケースについては，HEFCEは高等教育
機関への移行が望ましくないと考える。

（３）過去における移行事例

　HEFCE（２００１）によれば，２００１年当初の時点で，９２年継続・高等教育法の施行以降，継続教
育セクターから高等教育セクターへと移行した機関は，Cumbria College of Art,  Norwich 
School of Art,  Surrey Institute of Art and Design及びWrittle College of Agricultureに限られて
いる。
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行や交通事情により困難であった時期に，大学への在留という学位授与の要件を免除するという

形で始まったとのことである。

　学位の種類は，近年の事例を見る限りでは，MA，DDが主流であるが，The Faculty Officeに
よれば，神学，法学，芸術（美術），文学，医学，音楽の分野で授与可能とされる。

　一般的に学位候補者は在学及び試験の要件を免除され，主としてキリスト教会への貢献が認め

られて学位を授与される。ただし，若干名ではあるがMAの学位は試験（論文を含む）によって
授与される者もいる。（既に PhDを有する者に DDが授与される場合もある。）

３．学位と学位授与

３.１　学位の定義・種類

　９２年継続・高等教育法第７６条で学位等（degree, diploma, certificate等を含む）について規定さ
れている。同条（２）において，学位等は①適切な学習課程（an appropriate course of study）の修
了と評価（examinationや testを含む）によって授与されるもの（「教育学位」）と②適切な研究
指導のプログラム（an appropriate programme of supervised research）の修了と評価によって授
与されるもの（「研究学位」）に分類される。

　学位の多様化が進んでいるために，修士のみならず博士についても教育学位として博士号を授

与することがある。ただし，後述する「高等教育資格枠組み」（Framework for Higher Education 
Qualifications：FHEQ）によれば，PhDは独自の研究成果の評価に基づいて授与される博士号に
限定して使用しなければならない旨の記述がある。

　また，同条の規定は，０７年継続教育・訓練法によって改正され，新たにファウンデーション学

位が法令上の学位の種類（教育学位と同様の規定ぶり）として追加された。

　なお，従来から同条では，名誉学位，共同学位（to grant awards jointly with another institution），
他の機関が学位授与権を有する機関の名のもとに学位等を授与すること，学位の剥奪等について

も規定している。

　このほか，８８年教育改革法第２１４条において，ニセ学位を取り締まる観点から，Doctor，Master，
Bachelor等の紛らわしい名称を使用することを禁じている。
　学位に付与される専攻分野の種類・名称については，QAAが大学，財政カウンシル等と協議の
上作成した指針として「高等教育資格枠組み」があるが，法令に根拠を有さず，法的拘束力はな

い。この枠組みは，高等教育資格の名称をめぐる混乱を解決するとともに，国際的な通用性を確

保する観点から，デアリング報告等を踏まえて，QAAが２００１年１月に策定し，２００３年度から施行
されたものである。なお，この枠組みは２００８年８月に改訂された。

３.２　学位授与権の認可

３.２.１　制度の概要

　９２年継続・高等教育法第７６条によって，枢密院に学位を授与する能力を有する機関を指定する

権限が付与されている。Farrington and Palfreyman（２００６）は，それ以前は，法律上の特段の定
めがなく，王権（Royal Prerogative）の執行に由来するとの考え方が一般的であったと指摘して
いる。

　学位授与権の認可と機関の設置認可は別のものであり，基本的に，学位授与権を有する機関の

課程認定等を受けて学位課程を運営した経験と実績が評価されて学位授与権が認可される仕組み

になっている。

　学位授与権は，学位の種類（教育学位，研究学位，ファウンデーション学位）ごとに認可され
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る。ただし，０７年継続教育・訓練法によって，法令上の学位の種類として加わったファウンデー

ション学位については，一定の要件を満たす継続教育機関のみが認可対象であり，大学や高等教

育機関については教育学位の授与権の認可を受けることで，ファウンデーション学位も授与でき

る。これは法改正以前には教育学位を授与できる大学及び高等教育機関がファウンデーション学

位も授与できることとなっていたところ，学士課程への進学と職業生活への円滑な移行を目指す

ファウンデーション学位に限って継続教育機関にも学位授与権を与える途を開くのが政策意図で

あったことによる。

　学位授与権の認可に当たって，学位の対象となる学問分野を限定しないことが一般的で，同じ

種類の学位であれば，どの学問分野の学位も授与できる。例えば，申請時には開設していなかっ

た学問分野の教育研究プログラムを自ら開発して，新たな学問分野の学位を授与することも可能

である１１。新たな学問分野での学位課程を開設した場合にも報告義務はない。（ただし，医学等職

業資格に関わる分野については別途所管省庁等の規制があり，学位授与機関限りの判断で学位課

程を開設できない場合もある。また，公的財政支援を受ける機関の場合には，学生数の増減につ

いて財政カウンシルと協議が必要な場合があり得る。）

　なお，専門分野に特化した教育研究を行っていることが明確である場合，Royal Charter等にお
いて学問分野を明示し，限定的に規定することがある。具体例として，ロンドン大学傘下の The 
Institute of Educationや２００６年に新たに認可された The College of Lawがある１２。
　また，「大学」名称の使用許可は学位授与権とは別に申請・許可を受ける。制度的には，同時に

申請することも可能である。

　９２年継続・高等教育法第９１条（５）の規定に基づいて HEFCEから公的助成を受けている高等教
育機関は，「教育」及び「研究」学位授与権を無期限に与えられる。これ以外の機関について

は，設置形態の如何にかかわらず，０４年以降はいずれの学位授与権も６年間の期限付きで与えら

れる１３。期限は学位授与権を認可する枢密院令において明記される。この期限を更新するためには，

当該機関は次の要件を満たす必要がある。

  （１）当該６年間にわたって，QAA（または別に特定される外部の質保証機関）に加盟（subscribe）
していたこと

（２）QAAによる外部監査（external audit）を受けたこと
（３）当該外部監査において“confidence”の判定を得たこと（当該判定を得られなかった場合

には，QAAから提示された理由をもとにして改善のためのアクションプランを QAAの同
意を得て作成し，当該アクションプランを QAAが満足できる結果によって完遂すること）

　当該機関が授与権の期限を更新できなかった場合には，期限到来までに，在学生を学位授与権

を有する機関に転学（転籍）させる等，当該学生の権利と利益を保証することが要請される。（当

該学生は転学先機関の審査（“assessment”）に合格すれば，当該機関で学位を授与される。）

　枢密院は学位授与権の認可申請があった場合には，所管大臣に助言を求め，所管大臣は（然る

べき機関（QAA）の意見を聞いて，）認可の適否を枢密院に回答する。（所管大臣等に助言を求め

１１ 第三者の開発したプログラムをヴァリデーション等により認定して学位を授与することも可能であり，オープン
ユニバーシティー・ヴァリデーションサービス：OUVSで実例ありとのことであった。しかし，これは OUVSが
かつての CNAAの一部機能を引き継いだことによる特殊性に基づく可能性があるので，注意を要する。

１２ QAAからのヒアリングによれば，これはあくまでも申請者の申請によるもので，行政指導的に誘導する場合もあ
るが，申請者の意思が尊重されるとのことである。

１３ Chartered corporationが設置者となっている College of Lawについても期限付きである。
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るという手続きについては法令上明記されていないが，枢密院及びイノベーション・大学・技能

省によれば，各省大臣は枢密院のメンバーになっていることから，このような手続きを踏むとの

ことである。）

　所管大臣が定める申請手続き及び審査基準は，QAAが原案を作成し，高等教育関係者等との協
議を経て定められるが，以下に示す現行の制度は２００４年に改正され，同年９月に施行された。

３.２.１.１　学位授与権等の認可申請手続き

　申請書は，申請機関の管理組織の議長名（chair of the governing body）で枢密院の事務局長
（Clerk）に提出しなければならない。申請書は厳格な自己分析（critical self-analysis）という形
式で作成されなければならず，既存の資料（大学概要，戦略的・実施計画，教育用ハンドブック

等）を添付することが望ましい。（経験則から，効果的な自己分析資料は，一般的に６０ページ程度

の長さと見込まれるが，ページ数の多寡によってペナルティーが課せられるわけではない。）

　なお，提出部数は枢密院に対しては１部であるが，QAAに対してはそのコピーを通常３０部提出
する。自己分析資料は部外秘の扱いである。

　申請書は，年間を通じて申請機関が随時提出できるが，QAAにおける審査は，その管理委員会
のもとに置かれる学位授与権助言委員会（Advisory Committee on Degree Awarding Powers：
ACDAP）によって行われ，当該委員会は通常年４回（３月中下旬，６月，９月及び１２月）開催さ
れる。QAAにおいては所管大臣からの助言要請を受け，申請機関からの申請書類が完全に整った
後，ACDAPに諮るまでに最低３週間を要することを踏まえて，申請時期を検討する必要がある。
　いずれにしても申請機関が，正式申請に先立って，QAAと非公式な協議を行い，手続き，基準
等について十分な認識を形成することが強く推奨される。

　学位授与権は，２つのカテゴリーの学位（すなわち，「教育学位」と「研究学位」）について別

個に審査される。

　機関独自の学位を授与する権限の申請に当たっては，申請機関が，特に，法令上の諸手続及び

質保証のための取扱いを効果的に実行できること，高等教育資格枠組み（FHEQ）に定める学問
水準と質管理についての期待に応える能力を有することを示さなければならない。

　このような観点から，教育学位の授与権を申請する機関は，通常，

（１）申請前に４年以上，FHEQのレベル H（改訂後のレベル６）相当の高等教育プログラムを
提供してきた実績を有すること

（２）レベル H以上の高等教育プログラムに在籍する学生が多数（majority）を占めることが求
められる（be able to demonstrate）。

　ただし，この２項目は審査基準には含まれず，教育技能省（Department for Education and 
Skills：DfES）によれば，このような要件を満たしていることは申請に当たっての理想的前提条
件であるが，必須要件ではない１４。

１４ しかし，０７年８月３１日の枢密院令（The Order of Council）で教育学位の授与権を認可された BPP Col-lege of 
Professional Studies（設置者は営利機関の BPP Holdings Plc.）についてもノッティンガム・トレント大学の課程
認定を受けたディプロマコース等の運営実績を有しており，０７年末の時点で高等教育プログラムの提供実績がな
い機関が学位授与権を認可された例はない。
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３.２.１.２　学位授与権等の認可に係る審査手続き

（１）ACDAPによる審査
　申請案件が審査に値するか否かの判断を，①申請団体から提出された資料，② ACDAPのス
タッフによる事前概略報告（preliminary synoptic report），③場合によっては，課程認定
（validation）パートナー機関のコメント，④場合によっては，関連のファンディング・カウンシ
ルからの初期的な助言，によって行う。

　審査を継続することが適当であると判断された場合には，次の段階に移行するため，申請機関

に通知する。継続することが適当でないと判断された場合には，申請機関と所管大臣にその旨通

知する。

　例外的に，資料の初期審査の段階で特定の事項についての調査が必要となった場合には，

ACDAPは申請機関に探求的視察（exploratory visit）を行う。通常，視察には２名の審査員
（assessor）と ACDAPの事務局が同行する。視察結果は報告書にまとめて次回の ACDAP会合に
提出され，審査の継続の可否を判断する。審査継続が適当でないと判断された場合には，申請機

関に対し，さらなる発展的活動（further development work）を展開するよう助言する。

（２）申請機関の詳細な審査

　審査の継続を受けて，QAAは少数の審査委員チームを編成し，申請に係る証拠収集を行う。
チーム編成に当たっては，学界での地位（academic seniority），機関管理職の経験（experience 
of institutional operation），高等教育セクター内での所属機関の位置づけ（appreciation of the 
organisation’s position in higher education sector）のバランスが配慮される。
　詳細な審査の内容は以下のとおり。

①　申請機関の提出資料の審査

②　正規の会議（委員会会合，課程認定・レビュー手続き，試験委員会等）への同席（observation）
③　教職員及び学生との構造化された意見交換（structured discussion）
④　外部の関係者集団との構造化された意見交換，外部のプログラム・機関評価の結果報告書

の審査を通じた，当該機関の運営に関する学外の視点の考慮

　詳細な審査の手配は QAAのスタッフによって調整され，事務局（Committee Secretary）が定
期的に作成するモニタリング報告が，ACDAPに提出される。
　審査の期間は，申請された権限の内容等によって多様であるが，intensive であると同時に
extensiveである。教育学位授与権や教育学位と研究学位双方の授与権の審査については，最低丸
１学年歴の活動に及ぶ長さとなる。研究学位授与権の審査は通常，より短期間である。

　審査に当たって，機関の質と水準に係る既存の証明書類は重要な役割を果たしており，特に，

ファンディング・カウンシルが補助金交付団体に求める教育の質に関する情報（teaching quality 
infromation requirement）は審査上重要な地位を占めているので，交付団体以外の機関において
も類似の情報を提出することを強く勧奨する。

　必須ではないが，申請団体は機関の運営に関して指導助言を得るための外部助言グループを置

くことが望ましい。このような外部助言グループの設置を通じて課程認定機関や他の外部組織の

代表により重要な貢献がなされることを十分認識することが望まれる。

（３）報告

　詳細な審査は評価者による最終報告の ACDAPへの提出によって終了する。評価者は申請に対
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する勧告（推薦）を行うのではなく，基準に定められた事項についての専門的な考察（peer-
referenced view）を加えるに過ぎない。
　評価者の最終報告については「案」の段階で申請機関に提示され，事実誤認等の修正機会が与

えられる。（通常，ACDAP会合の５週間以上前に提示され，２週間以内に QAAに回答しなけれ
ばならない。）

　最終報告に基づいて，ACDAPは申請に対する助言を検討する。
　最終報告において，特定の事項について更なる検討や明確化が必要とされた場合には，助言の

作成に先立って，短期（通常１日）の実地視察が行われ，当該機関の管理者，上級職員，教員，

学生や外部関係団体との意見交換が実施される。

　申請に対する助言内容が固まった場合には，QAAの運営委員会に報告と勧告（推薦）が行われ，
同委員会の承認が得られれば，所管省庁に提出される。助言の内容は秘密扱いとされ，申請機関に

開示するか否かは，所管大臣が判断する。申請に対する最終判断と告知は，枢密院に委ねられる。

（４）ファンディング・カウンシル，課程認定機関の役割

　所管省庁は QAAの助言を受け取った後，当該申請機関の財政的安定性についての見解を関連
するファンディング・カウンシルに求めることができる。当該申請機関が公的資金を得ていない

場合には，ファンディング・カウンシルその他の適切な組織に財政的安定性についての専門的な

助言を依頼することができる。

　HEFCEからのヒアリングによれば，①ガバナンスと監査手続が QAAの「行動規範」に照らし
て適切であるか，②最近における収入と支出及び剰余の関係及び（これに基づく）今後５カ年間

の見通し，③過去，現在，将来の学生応募状況，④収入源の現状と将来における予想，⑤貸借対

照表に見る資産基盤の強固さ（固定資産と流動性），等を点検することを通じて，ガバナンスとマ

ネジメントの強固さについて意見を述べるとのことであった。ファンディング・カウンシルに専

門的助言を求めるか否かは所管大臣の判断に委ねられており，DfES及びHEFCEに確認したとこ
ろ，BPP College of Professional Studiesの場合には，HEFCEに対して助言を求めることはな
かった。

　QAAは，申請機関が課程認定を受けている場合には，認定機関から課程運営に当たっての当該
申請団体との関係についてのコメントと学位授与権等の付与の適合性についての考えを示すよう

要請する。

（５）費用

　QAAは，申請の審査を行うに当たって，審査会，審査委員，事務局等にかかる費用について実
費相当額を申請団体から徴収する。基本料のほかに追加的な料金を徴収する場合もある。

　基本料金は申請項目によって以下のとおり。（０９年１０月現在）

（１）教育学位の授与権：３５,０００ポンド（QAAに２年間以上継続して会費を払っていない高等教
育機関は，５０,０００ポンド。以下カッコ内の料金は同様。）

（２）研究学位の授与権：２５,０００ポンド（３５,０００ポンド）
（３）「教育」「研究」両方の学位授与権：４０,０００ポンド（５５,０００ポンド）
（４）「大学」名称の使用：６,０００ポンド（９,０００ポンド）
（５）ファウンデーション学位：該当せず（４５,０００ポンド）
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３.２.１.３　所管大臣が定める審査基準１５

　審査基準は，（１）「教育」学位授与権，（２）「研究」学位授与権，（３）「大学」名称認定，（４）

「教育」学位授与権を改正前の基準の下で与えられた高等教育機関の「大学」名称認定，の４つ

で構成される。

（１）「教育」学位授与権の（審査）基準

　基準は，A．ガバナンスとアカデミック・マネジメント，B．学問水準及び質保証，C．教員の学
究（Scholarship）及び効果的な教育能力（pedagogical effectiveness），D．高等教育プログラムを
提供する支援環境（environment supporting the delivery of taught higher education programmes）
の４項目で構成される。

　A．ガバナンスとアカデミック・マネジメント １６

A－１．学問的な責任を果たす上で明確かつ適切な形で，当該組織が効果的に統治され，管理
運営されていること。財務管理が健全で，財政方針が高等教育プログラムの質と水準の

保証と明確に関連づけられていること。主たる事業が高等教育の提供ではない機関に

あっては，その主要事業が高等教育プログラム及び学位等（awards）の提供と同等
（compatible）であること。

（説明）学位授与機関はあらゆる面（制度，管理，財務，学務）において，当該機関および授

与される学位が公の信頼を得るに足る十分な基盤を有さなければならない。財務的な緊

急事態やその他のプレッシャーがプログラム概要（proguramme specifications）に記載
されている学問水準や質を危うくすることのないよう適切な防御（safeguards）を備え
ていることが肝要である。

（証明）申請機関は次の各事項を証明しなければならない。

①　財務計画，質保証及び資源配分が整合性があり，高等教育の使命，目的，目標と関連

づけられていること

②　高等教育活動が関係法令，アカデミック・インフラ及び関連するガイダンスに即した

ものであること

③　高等教育の使命及び関連する方針・システムが教職員及び必要に応じて学生の双方に

理解され一貫性をもって適用されていること

④　高等教育プログラムの統治構造及び管理システムとの関係において，当該機関のすべ

てのレベルで機能と責任が明確になっていること

⑤　高等教育プログラム全体を通じてアカデミック・リーダーシップの深さと広がりが存

在すること

⑥　高等教育プログラムの提供に責任を有する者，及び利害関係者と連携して，アカデミッ

ク・ポリシーとシステムを開発，履行及び伝達していること

⑦　アカデミック・ポリシー，システム及び活動が点検・評価され，欠陥が確認された場

合には適切かつ時宜を得た対応がとられること

⑧　学問的なリスク及び変化へのマネジメント戦略が効果的であること

⑨　高等教育の学位等（awards）の学問水準が危険な状態に陥らないようにするための強

１５ DfES, ２００４d による。このガイダンスには Foundation degreeの学位授与権は含まれない。
１６ QAAによると営利組織が設置者たる教育機関に教育学位の授与権が認可された初めての例となった BPP College 

of Professional Studiesの審査において認可を可とする判断が下された大きな要因は，管理機関（Board of 
Directors）と教学組織（Academic Council）の役割分担（前者は財政，経理等を担当し，後者はアカデミック・
ポリシー全般に責任を有する）の明確化であった。
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固な仕組みが確保されていること

⑩　「教育」学位授与権を与えられた場合に，それに帰属する追加的な責任を適切に果たす

能力を有すること

　B．学問水準及び質保証
 B－１．高等教育資格（qualifications）の授与を統制するための適切な制度的枠組みを有す
ること

（説明）制度的な枠組みは学位認定スキームから学生の成績評価や教育上の決定に対する申

し立てに至るまで幅広く多様なトピックを網羅することが求められる。それらの多くは

QAAの行動規範で取りあげられている。
（証明）申請機関は次の各事項を証明しなければならない。

①　高等教育の提供を統制するための制度的枠組み（例えば，学生の入学，進級，成績評

価，申立，苦情等）が現行の地位に相応しいものであり，また完全にかつ一貫性をもっ

て遂行されていること

②　自らの高等教育学位等を授与するに相応しい制度的枠組みを有し得ると見込まれるこ

と

B－２．高等教育プログラムの学問水準を規定し保証するための明確で一貫性をもって適用
される仕組みを有すること

（説明）当該資格が，イギリスの学界に代わって QAAによって公表され，維持されている高
等教育に関するアカデミック・インフラの要請に確実に応えるものである必要がある。

当該インフラ内の多様な高等教育資格のレベル及びそれぞれの異なる特徴が FHEQの
中に記載されている。このような要請に応えるために申請機関は適切で効果的な質保証

の構造と仕組みを確実に有する必要がある。

（証明）申請機関は次の各事項を証明しなければならない。

①　提供する高等教育学位等が FHEQの該当するレベルに対応すること
②　高等教育プログラムの管理が QAAの行動規範，関連する分野別ベンチマーク，プロ
グラム仕様書（programme specification）に関するガイダンス，及び関連する専門職
能団体の要請を十分踏まえたものであること

③　他の同等レベルのプログラム提供機関と水準の等質性を確立し，維持していくために，

外部専門家（external peers）の，また必要に応じて，専門職能団体の，アドバイスを
目に見える形で求めていること

④　プログラムの承認，点検，評価手続きが，厳格で一貫性をもって適用され，すべての

レベルで広く外部性（external dimension）に基づくとともに，学位等のレベルごとに
或いはプログラムの提供方法ごとに，個別に求められる要件に適切に応えるものであ

ること

⑤　学務上の計画と資源配分の決定との間に明確で緊密な関係が存在すること

B－３．教育プログラムがその規定された目標に一貫して合致しており，意図した成果を達
成していること

（説明）提供する教育プログラムの目的及び目標を注意深く検討すること，勤勉な学生がそ

れらの目的・目標を達成し当該資格に必要な学問水準を探求できるようにカリキュラム



学位と大学（２０１０）36

と学習支援策を企画することが求められる。

（証明）申請機関は次の各事項を証明しなければならない。

①　学習と評価の方策が，規定された学問的な目標及び意図した学習成果と整合的である

こと

②　関係する教職員が教育プログラムの企画，点検，評価の方針及び手続きについて知ら

されており，かつガイダンスを受けていること

③　新しいプログラムの提案を修正または改善する責任が明確に付与され，また一連の対

応が注意深く点検されていること

④　多面的な要素や複数の選択肢があるプログラムの一貫性が確保され維持されているこ

と

⑤　学習支援の提供とプログラムの企画・承認・点検・評価とが緊密な連携を維持してい

ること

⑥　当該機関から遠隔地で学習する学生に適切な学習機会が確実に提供されるための厳格

なアレンジメントが存在すること

⑦　企画，承認，レビュー及び評価を通じて，その学問水準が規定，点検，レビュー，維

持されていること

⑧　評価基準および実際が学生とスタッフに明確に伝わっていること

⑨　評価活動がすべての宣言された学習目標，学習成果及び教育方法を完全に網羅してい

ること

⑩　適格な外部専門家が評価過程に関与し，学内及び学外試験委員の採点の一貫性が維持

されていること

⑪　評価手続きの信頼性と妥当性が点検されるとともに，評価結果が将来のプログラム及

び学生の計画に活用されること

⑫　プログラム或いはその一部を廃止する決定を行う場合に，そのメカニズムが明確であ

るとともに，廃止に際して学生の利益が保証されていること

 B－４．長所を伸ばして確認された弱点に対応するための効果的な行動をとること
（説明）学位授与機関は自らのパフォーマンスについて批判的に評価（review）する方途を有

さなければならない。他の類似の機関との比較において自らがどのように位置づけられ

るかを知るとともに，グッドプラクティスを普及するための強固な仕組みを有さなけれ

ばならない。自らの活動における弱点を明らかにできるとともに，必要があれば適宜効

果的な改善措置を講ずることができなければならない。このことは学内外双方の定期的

な評価における要素となる。

（証明）申請機関は次の各事項を証明しなければならない。

①　批判的自己評価（self-assessment）が高等教育プログラムの運営に盛り込まれている
とともに，学内外の点検評価を通じて指摘された事項に対応して対策を講じること

②　学習目標及び意図された成果の点検・評価との関連において対策を企画し実施するた

めの明確な仕組みを有すること

③　プログラムの企画，承認及び評価に当たって内外の組織から（例えばプログラムの企

画・開発，教育・学習，学生評価などに関する）アイデアやノウハウを取り込むこと

④　教育プログラムや学生の達成度の質の継続的な向上を奨励するための効果的な方途を

有すること
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　C．教員の学究（scholarship）及び効果的な教育能力（pedagogical effectiveness）
C－１．当該機関の教員が，授与する資格のレベルにおける教育を行い，学習を促進し，か
つ成績評価を行う能力を有すること

（説明）学生を教育し，学習を促進，評価する教員の能力は提供される教育の価値の中核であ

る。学位授与機関は効果的な教育によって学生が相応しい教育を受け，授与される資格

に必要な学問水準を保証する責任を有する。教員が専門とする学問分野における研究や

学究の動向を身近なものとし，専門家としての理解を維持できること，及びそのための

制度的な機会が教員に常に用意され，広く活用されていることを保証する責任を有する。

学位レベルの資格のための教育には，注意深く，意識的に，かつ知的に強力な態度で，

当該専門分野における最新動向が反映されるべきである。特に，博士号課程の全部また

は一部を提供する機関においては，研究や先端的な学究に積極的に従事し，認知された

研究者が当該課程の教育を担当することが重要である。学生の成績評価が，学位の学問

水準の維持を確保できるように専門的にかつ一貫性をもって行われる責任を有する。

（証明）申請機関は，高等教育プログラムに従事する全ての教員が次の項目について適切な能

力・知識等を有することを証明しなければならない。

①　学問的・専門（職）的能力（expertise）
②　（専門分野の学協会や専門職団体の会員であること等を通じて）専門学問分野の教育

（法）の開発に従事していること

③　専門学問分野の研究・高度な学究の現状についての知識と理解，およびそのような知

識と理解が担当する教育に直接反映されていること，（博士号課程の全部または一部

を提供する機関の担当教員にあっては）授与される学位に相応しいレベルの研究や高

度な学究に個人として活動的に従事していること

④　専門家及び学者としての能力を発展・向上させるための研修や評価

　また，申請機関は，教育プログラムの運営に責任を有する教員（例えば，プログラム主

任や評価コーディネーター等）が次のような点において適切であることを証明しなければ

ならない。

①　カリキュラム開発及び評価デザインの経験

②　他の機関における高等教育の提供に係る活動（例えば学外試験委員，課程認定

（validation）のパネルメンバー，学外評価委員等）への従事

D．高等教育プログラムを提供する支援環境（environment supporting the delivery of taught 
higher education programmes）
D－１．学生支援，事務的な支援態勢など教育・学習インフラが効果的で，かつ点検されて
いること

（説明）教育・学習インフラ─価値の高い教育を受け，目指す資格を得るための学生の機会を

最大化するための全ての設備・活動─は目的達成のための一手段である。教育・学習イ

ンフラが設定された目標に合致しているか，また時宜を得て効果的な方法で確認された

弱点に対応できているか，を点検する仕組みを有すること

（証明）申請機関は次の事項について証明しなければならない。

①　設定された学問的目標及び意図された学習成果との関係において学習・教育活動の効

率性が点検されていること
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②　学生が適宜評価結果を知らされていること

③　学生のパフォーマンスについて建設的かつ発展的なフィードバックが学生に対してな

されていること

④　学生，スタッフ，（必要に応じて）雇用者や他の利害関係者からのフィードバックを得

てそれらを評価し，全ての関係者に対するフィードバックを提供する明確な仕組みが

存在すること

⑤　学生が学習プログラムについて効果的な方法で助言や指導を得ることができるととも

に，異なる学生のニーズへの配慮がなされていること

⑥　学習プログラムの設定された目的を達成する上で，学生を適切に支援するための学習

教材が用意されていること

⑦　学生やスタッフのための助言・カウンセリング・サービスの効果が点検されており，

必要とされる資源への配慮がなされていること

⑧　事務支援システムが学生の進捗状況やパフォーマンスを正確に点検し，学問的あるい

は非学問的な管理情報のニーズを満たすような情報を時宜を得て，かつ正確に提供で

きること

⑨　学問的あるいは非学問的な事項にわたる苦情を処理するための効果的かつ非公開の仕

組みを有すること

⑩　高等教育プログラムの提供を支援するスタッフが専門的研修のための適切な機会を与

えられていること

⑪　高等教育の提供に関して発信される情報が正確で完全なものであること

⑫　活動において機会の平等が追求され，実現されていること

  
（２）「研究」学位授与権の（審査）基準

　A．基準１
　研究学生（research student）の研究指導，および博士号レベルにおいて実施される教育が，専
攻分野における最新の研究・高度な学究活動（advanced scholarly activity）の高度な専門的知識
によって裏付けられている（informed）こと
（説明）教員は，高等教育セクターの学問的同僚から，研究学位プログラムを担当するに相応

しい者であるとして，尊敬と信頼を得るべきである。教員及び博士課程の学生・研究学

生に，創造的で質の高い研究及び学究を積極的に奨励し，支援する強固な文化を有さな

ければならない。

（証明）申請機関は研究学位プログラムを担当する教員が次のような知識等を有することを

証明しなければならない。

①　専門学問分野のける最新の研究・高度な学究についての十分な知識，理解及び経験を

有し，それらが研究始動や教育に直接生かされていること

②　最新の研究・高度な学究についての知識を開発し，向上させる目的で研修や評価の機

会が用意されていること

　　　また，申請機関は次の諸点について証明しなければならない。

①　フルタイムの教員の相当数（通常，最低でも半数程度）が学協会や関連する専門職集

団において活動的で貢献者として認知されていること

②　教員の相当数（通常，最低でも３分の１程度）が，最近（過去３年間）に，国内ある

いは海外の他大学等において，研究学位の学外試験委員や課程認定・評価委員のメン
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バーの経験を有していたり，他の機関との共同研究プロジェクトに従事したことがあ

るなど，研究活動の経験を有すること

③　研究やその他の高度な学究に従事する教員の相当数（通常，最低でも３分の１程度）

が，より広く学界によって（例えば権威ある外部ピア・レビューによって），国内ある

いは国際的に卓越していると認められた成果を示していること

　B．基準２
　　研究学位の授与に関する全国的なガイダンスを満たしていること

（証明）申請機関は次の要件を満たしていることを証明しなければならない。

①　研究学位プログラムのレベルに関する高等教育資格枠組み（FHEQ）
②　QAAの行動規範
③　関連する研究協議会，財政支援機関及び専門職能団体が発行する研究学位管理枠組

（research degree management frameworks）

　C．基準３
　　申請機関は３０件以上の哲学博士号をイギリス内のパートナー大学を通じて授与していること

３.２.１.４　ファウンデーション学位の学位授与権

　既述のとおり，０７年継続教育・訓練法によって，一定の要件を満たす継続教育機関に対して

ファウンデーション学位の学位授与権を与える道が開かれた。他の種類の学位と同様，政府が定

める審査基準との適合性等について QAAが審査を行い，その結果を関係大臣に助言することと
なっている。

　既存の教育学位や研究学位の授与権の基準と異なり，法律自体に学位授与権を与えられる継続

教育機関の要件が以下のとおり，限定的に規定されている。

（１）公的財政支援を受ける継続教育機関であること（同法１９条（２）で９２年継続・高等教育法第

９１条に規定する継続教育機関であることを規定）

（２）当該ファウンデーション学位を授与された者が一つ以上のより上級の学習に進む機会を

どのようにして確保するかを記載した文書を提出させ，枢密院がその実現可能性を検討

すること（同法第１９条（５））

（３）学位授与権認可に際して交付する枢密院の勅令において，①継続教育機関が他の機関の

ファウンデーション学位課程を認定する権限を含まないこと，②当該継続教育機関に在

学して当該課程を修了した者にのみ授与されること，を規定しなければならないこと

　なお，２００８年５月１日付けのファウンデーション学位の学位授与権の申請に関する文書

（DIUS, ２００８）によれば，枢密院が継続教育機関に基礎学位の授与権を与えるに当たっては６年
間の時限（“probationary period”）を付けることが予定されている旨の記述がある。

３.２.２　教育・研究学位の授与権の認可に係る審査基準の改正経緯

３.２.２.１　デアリング報告の勧告と政府の回答

　デアリング報告（第１６章）では，学位授与権の認可をめぐって，「枢密院の権限を修正すること

により，または公的資金による支援の条件とすることにより，学位授与権が濫用されたことを

QAAが立証した場合に，学位授与権の剥奪を可能にすること。」（勧告６４）を勧告した。
　これに対して，政府は「当面，学位の質保証のための新たな制度の導入によって懸念される事
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態を防ぐことで対応する」旨の回答を行った。

３.２.２.２　２００３年高等教育白書

　０３年高等教育白書（第４章）では，教育学位授与権の審査基準について，新しいヴァーチャル・

ラーニング・モデルや質の高い高等教育・学習を提供している大学以外のセクターの正当な役割

をより適切に反映させることの必要性に言及している。ただし，これらについては教育学位授与

権を与えるに当たって（提供される教育が）到達すべき高い水準を緩和するものではないことも

指摘している。

３.２.２.３　０３年９月「大学」名称付与の基準案に係る政府作成協議文書（DfES, ２００３c）

　政府（教育技能省）は，０３年９月，学位授与権及び大学名称の認可に係る新しい審査基準につ

いて協議文書を公表し，関係方面からの意見を募った。

　同協議文書では，（１）学位授与権の認可基準の現代化，（２）新しい学位授与権は学外者によ

る質の監査をクリアすることで更新可能なものとすること，等が提案された。特に，従来よりも

（１）質保証の仕組及び（２）教育スタッフ，についての基準を強化する内容となっている。（詳

細は以下３.２.２.４参照。）
　この協議文書は，同年５月に QAAに対して現行の基準の見直し（review）を依頼し，その検討
結果を踏まえて作成されたものである。政府は，QAAに現行基準の見直しを要請するに当たっ
て，次の３点を考慮するように指示した。

（１）学位授与権の認可基準は質の高い高等教育を提供しているが，伝統的な大学やカレッジセ

クターには属さない機関にも適合するように形作られるべきである。

（２）教育学位と研究学位の現状での区別は修士レベルまでの教育学位と「教育」博士（taught 
doctorate）及び研究学位の区別に改められるべきである。

（３）今後は学位授与権は外部監査のクリアによって更新可能なものとして認可されるべきであ

る。

　QAAは翌６月には検討結果を報告したが，その後，教育技能省において，法律顧問等と検討を
重ね，教育学位と研究学位の区分を変更するには法律改正が必要であることの確認，法改正を伴

わずに適格な教員を擁する機関のみが「教育」博士課程を開設できるような仕組の検討，などを

行い，結局，現行基準の見直しによって所期の目的を達成することとなった。（なお，同省は，今

回の協議と並行して，別途 QAAに対して認可のための審査プロセスの改善について諮問し，１１
月までに回答を得ることとした。）

３.２.２.４　０３年９月学位授与権の認可に関する審査基準案

　０３年９月に公表された協議文書で示された基準の改正案は，全体として，認可申請に際して基

本となる事項に焦点を当てて申請者にとってより簡素なものとなるように作成された。

（１）教育学位授与権の改正基準案

　A．ガバナンスとアカデミック・マネジメント
　底流にある基本原則は現行基準と同様であるが，機関の管理システム並びに内部における

財務，学務及び質保証システムが高い学問水準と質の高いプログラムを堅持できるものであ

ることを一層強調している。

　B．学問水準と質保証
①　新規項目として，国のアカデミック・インフラとの関連において，提供する高等教育を
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管理する制度上の枠組が適切であること，を追加。

②　学問的な目標の設定と学問水準の維持に関する現行の質保証基準を現代化し，高等教育

資格枠組みの関連する水準と照らして学位の学問水準に確実に適合していることの重要

性を明確にした。

③　教育プログラムが記述された目標に合致していることを点検することや遠隔教育やオフ

サイトの学生が適切に取り扱われていることに関連した現行基準を再確認した。

　C．教員の学究（Scholarship）と効果的な教育指導
　　この項目は最も重視されて以下のような見直しが行われた。

①　教員に関する３つの基準を統合するとともに，教員が教育，学習指導，評価についての

十分な能力を有すべきことをより明確にした。現行の教員研修への参加といった要件か

ら最近の研究や先進的な学究の知識や理解といった成果（outcome）に裏付けられた証
明が求められる。専門的な能力や学究を発展・向上させるための手段として評価の位置

づけを明確にした。

②　新たな要請として，課程制の博士号プログラム（wholly or partly by courses of 
instruction）を提供しようとする機関に対して，当該コースを担当する教員が当該学位
水準に相応しい研究又は先進的な学究に従事していることを求めることとした。この基

準は申請時点というより，授与権の更新の際に定期的に審査するためのものとして提案

されている。

　D．プログラムの提供を支援する環境
　この基準については，現行の基準において教育・学習インフラに関して分散して規定されて

いたものを一カ所にまとめた。

（２）研究学位授与権の改正基準案

　現行の５つの基準を統合し，焦点化させた。申請機関が備えるべき要件は変えずに，事項を削

減した。また「相当数の教員（significant propotion of staff）」といった曖昧な基準について，申
請機関の便宜のために明確化を図った。従来「大学」名称付与の審査基準であった３０件以上の博

士号（Doctor of Philosophy）を授与していること，を研究学位授与権の認可基準に移し替えた。

（３）更新可能な学位授与権

　学位授与権を認められた機関が，将来，要件を著しく損ない，イギリスの学位の評判を陥れる

可能性を考えると，今後は新規の学位授与権は機関監査（現行の institutional auditで十分であり，
新たな監査を想定しているわけではない）をクリアすることを条件に６年毎の更新制とすべきで

ある。

　QAAの機関監査で幅広い信頼性があるとの評価を得られなかった場合には，改善のためのアク
ションプランを実行することとなり，それでも改善が認められない場合には，枢密院は当該機関

の学位授与権の更新を認めない。ただし，学生の権利と利益を守るための仕組が設けられる。

　なお，教育学位と研究学位双方の授与権を認められた機関はこのようなリスクが低いと考えら

れるので，取扱いを異にすることも考えられる。また，既に学位授与権を認められている機関に

はこれらの取扱いは適用されない。

（４）「大学」名称の使用に関する改正基準案（２.１.１.５参照）
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３.２.２.５　政府協議文書（０３年９月）の協議結果

　協議期間は１２月まで設定され，政府は，高等教育担当閣外大臣名の０４年３月１６日付け文書

（Written Ministerial Statement）で，その結果を公表した。文書においては，教育学位授与権の
認可基準の改正案については，概ね賛同が得られたこと，近いうちに，反対意見の多かった学位

授与権の更新制について討議文書を取りまとめること，等が明らかにされた。

３.２.２.６　２００４年５月期限付き学位授与権に関する政府作成討議文書（DfES, ２００４b）

　前回（０３年秋）の協議において特に反対意見の多かった「新たに与える学位授与権に６年の時

限を付し，外部監査を経て更新する」という提案について，政府は０４年５月に討議文書を公表し，

関係方面との協議を実施した。「討議文書」では，学位授与権に時限を設定することに対する主要

な懸念として，（１）名声（時限を付すことにより将来的な不透明性が高まり，イギリスの学位授

与機関に対する国際的な評判が低下する），（２）学生への影響（学位授与権が更新されなかった

場合の所属学生への影響），（３）平等な取扱（学位授与権を申請する時期のちがいによって時限

の有無が決められるべきではない），の３つを紹介している。

　討議文書は，これら３つの懸念に対して，それぞれ（１）更新性の導入でイギリスの学位授与

機関の評判が低下するとは考えられず，むしろ将来（多様な学位授与機関が出現した場合），学位

授与権を与えられた機関の経営，管理，財政状況の変化や学位水準の低下によって，イギリスの

学位授与機関が深刻な被害を被る可能性があること，（２）現在でも，教育に係る義務不履行に

よって学生が所属機関に苦情を申し立てることはあるし，むしろ質の十分でない学位授与機関を

放置しておくことによって学生や卒業生が被る被害を未然に防ぐことの方が重要であること，

（３）確かに現在学位授与権を申請しようとしている高等教育機関が既に学位授与権を有する機

関と比べて特に質の維持において懸念があるわけではなく，これらの大半は公的資金の支援を得

ている他の機関と同様に，QAAやHEFCEによるチェックを受けるといった法令に基づく制度の
適用を受ける。しかし，将来，公的資金による支援を受けない高等教育機関が学位授与権を申請

し，無期限の学位授与権を得た後に，当該機関の経営や財務に深刻な問題が生じたり，授与する

学位の水準が著しく低下する危険性は，公的資金による支援を得ることで各種の規制を受けてい

る高等教育機関の場合より高いこと，を列挙して反論している。

　討議文書は，その上で，次の２つの選択肢を追加提示した。

（１）期限付きの学位授与権を与えた後，外部監査をクリアした場合に，無期限の学位授与権を

与える。

（２）HEFCEから直接公的助成をうける高等教育セクターには無期限の学位授与権を与え，そ
うでない機関には期限付きの学位授与権を与える。

　この討議文書の協議は０４年５月から６月にかけて行われ，その結果，公的助成を受けない機関

についてもQAAの質保証システムへの参加を義務づけるべきである，といった意見も散見された
が，大多数は上記（２）の選択肢を支持するとの反応であった。なお，意見の中には，学位授与

権を更新できなかった機関に在学する学生の取扱についての検討が不十分でないか，といった指

摘もあった。

　最終的に，教育技能省は，０４年７月１６日に高等教育等担当閣外大臣名の文書で，（１）非伝統的

な高等教育機関が学位授与権の申請をしやすいように，最初の協議文書の線にそって学位授与権

を与える基準を現代化すること，（２）公的助成をうける高等教育セクターには無期限の学位授与

権を与え，そうでない機関には外部の質監査をクリアすることによって更新可能な期限付きの学

位授与権を与えること，等を明らかにした。これらに係る具体的な基準は９月に公表され，これ



イギリスの大学・学位制度：イングランドを中心に 43

以降，当該基準のもとで審査が開始されることとなった。

３.３　学位課程における学位授与

　「高等教育資格枠組み」においては，５段階の資格レベル（①レベル４：HNC段階，②レベル
５：ファウンデーション学位段階，③レベル６：学士段階，④レベル７：修士段階，⑤レベル８：

博士段階）が定められている。

　また，大学院段階においては修士，博士についてそれぞれ研究学位 と教育学位の２種類があり，
後者はコースワークと少し短めの論文提出で学位が取得できる。

　なお，０８年に改訂された「高等教育資格枠組み」においてはレベル６～８の学位が求める学習

成果を修得するために想定される標準的な学習期間の記載がある。さらに，高等教育資格枠組み

とは別に，QAA等が英国大学長会議（UUK）等と共同して「イングランドにおける高等教育単
位枠組み」（Higher education credit framework for England）を０８年に策定した。ただし，法的拘
束力はない。

３.３.１　入学要件

３.３.１.１　大学（ファウンデーション学位及び学士）教育課程への入学要件

　各課程への入学要件については，特に法令によって明文化されているわけではない。QAAの行
動規範（第１０章）において，アドミッション・ポリシーや入学基準の明確化や選抜手続きの透明

化等に言及しており，具体の入学基準等については各機関が定めるものとしている。

　一般的に２～３科目の（GCE）Aレベル試験（義務教育修了後の後期中等教育機関での２年間
の学習後に受験）及び GCSE試験（通常，義務教育修了段階で受験）でそれぞれ一定の成績を修
めていることが条件とされる。この場合，成績基準は各高等教育機関が定めており，同一機関で

あっても専攻や教育課程によって異なる場合もある。

　最近では，上記のような伝統的な入学資格だけでなく，職業教育分野の同等の資格（かつての

General National Vocational Qualification（GNVQ），現在導入されつつある Diploma）試験等の成
績や，継続教育機関や高等教育機関が開設し QAAが課程認定する“Access Course”と呼ばれる
準備課程を受講させたり，主に社会人に対しては実務経験等で身に付けた知識・能力を評価する

ことで，Aレベル試験の成績がなくとも大学入学を認める場合がある。

３.３.１.２　大学院（修士及び博士）課程への入学要件

　学士課程と同様，特に法令によって明文化されているわけではない。

　基本的に学士号またはこれと同等の資格を有することが求められる。特に，研究修士（research 
Master degree：MRes）のコースに入学するためには，一般的に学士号の成績が２.１（upper 
second）以上であることが求められる。
　博士号については Research Courseが一般的であり，その入学要件は修士号（教育学位または
研究学位）またはこれと同等の資格を取得していることとされる。

　大学院「研究学位」課程の入学資格については，QAAの行動規範（第１章）においてより具体
的に資格要件が記載されている。

　これによると十分な英語能力に加えて，博士課程の場合，（１）学士号を２.１以上の成績で取得
していること，（２）適切な修士号（例．MRes）またはこれと同等の資格を有すること，（３）
入学前学習の認定（Accreditation of Prior Learning：APL）または実践的学習の認定（Accreditaion 
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of experiential learing：APEL）に関する大学等の規定を充足していること，の１以上に該当する
ことが大学等及びファンディング機関によって求められる，としている。

　なお，リサーチ・カウンシルが大学院学生に支給する奨学金については，例えば EPSRCの場
合，博士課程学生については，学士号を２.１以上の成績で取得していることを条件としており，こ
の基準に満たない場合は修士号を取得するか，フルタイム換算で２.５年の学位分野に関連する
postgraduate work experienceが必要であるとしている。

３.３.２　学位の命名法

　学位の命名法については，高等教育資格枠組みにおいて次のようなルールが設定されている。

ただし，枠組みの性格上，法的拘束力はない。

３.３.２.１　レベル

　“Honours”，“Master”及び“Doctor”の称号（title）は，それぞれレベル６，７，８の「資格
の記述（qualification descriptors）」を全て満たしている場合にのみ使用しなければならない。
　“Postgraduate”を付した称号は教育プログラムの学習成果（learning outcomes）がレベル７の
資格の記述の関連部分に合致する資格に限定的に使用しなければならない。

　“Graduate”を付した称号は学部卒またはこれと同等のレベルを入学条件（graduate entry）と
し，教育プログラムの学習成果がレベル６の資格の記述の関連部分に合致する資格に使用しなけ

ればならない。

３.３.２.２　性格（Nature）

　“degree”の称号はそれぞれレベル５，６，７，８の資格の記述を全て満たしている資格にの
み使用しなければならない。

　略称としての“PhD”及び“DPhil”の使用は，評価（審査）が最終論文（final thesis）または
出版された成果物（published work）あるいは学問的な文脈において記載された文章
（commentary）を伴う芸術作品またはパフォーマンスのみによって行われる資格に限定しなけれ
ばならない。

　略称としての“MPhil”の使用は，通常，相当量の研究の要素または同等の探求（enquiry）を
含む一連の（extended）修士課程の後に授与される資格に限定しなければならない。
　“Graduate”や“Postgraduate”の用語と一緒に使用する場合，“Certificate”の名称は通常，少な
くとも学年歴の３分の１に相当する学習（量）を示すものでなければならず，同様に，“Diploma”
の名称は通常，学年歴の３分の２に相当する学習（量）を示すものでなければならない。

３.３.２.３　分野（Subject）

　相当量の教育の要素（taught element）を含む課程の後に授与される博士の資格に用いる称号
には通常，学問分野（discipline）の名称を含むものとする。（例：Doctor of Educationの場合
EdD）
　２つの学問分野の教育プログラムの専門性（subject focus）を反映した資格の称号は次のよう
な命名に配慮しなければならない。

（１）“A and B”：二つの分野が概ね均等である場合
（２）“A with B”：副専攻が少なくとも課程の４分の１以上を占める場合の主／副の組み合わせ
　３つ以上の学問分野の構成を資格の称号に反映すべきではない。このような場合は，



イギリスの大学・学位制度：イングランドを中心に 45

“Combined Studies”の称号が適切であろう。

３.３.３　学位の表す知識・能力

３.３.３.１　高等教育資格枠組みにおける資格水準の設定

　高等教育資格枠組みは，レベル４～８の５つのレベルそれぞれについて，「資格の記述」を設定

している。以下，３.３.３.２に示すとおり，教育プログラムを企画する担当者等向けに（１）学生が
学習の成果（outcomes）として獲得すべき知識・技能を記述した部分と雇用者等向けに（２）資
格取得者が身につけるより一般的な能力を記述した部分の２つで構成される。この資格の記述は，

各レベルの基準点を提供するものであるが，高等教育の多様性等に対する配慮から柔軟性を有し

ており，一律，固定的に適用されるものと受け止めるべきではない１７。

　また，０８年に改訂された高等教育枠組みにおいては，各学位の学習成果の修得に必要と考えら

れる典型的な学習期間が記載されている。（下記３.３.３.２参照）

３.３.３.２　高等教育資格枠組みに規定された各学位等の表す知識・能力

（１）レベル４：高等教育サーティフィケート

　高等教育サーティフィケートは，次のような能力を示す学生に授与される。

①　専攻分野の基盤となる概念・原理についての知識，および当該分野の文脈においてこれ

らを評価，解釈する能力。

②　質的及び量的データを提示，評価及び解釈するとともに，専攻分野の基本的な理論及び

概念に基づいて，議論の筋書きを発展させたり，適切な判断を行う能力。

    この資格取得者は典型的に次のようなことができる。
①　専攻分野の学習（study）／作業（work）に関連した課題を解決するための異なるアプ
ローチを適切に評価する。

②　学習／作業の結果を正確にかつ信頼性をもって，さらに構造的で一貫性をもってコミュ

ニケートする。

③　さらなる訓練に従事し，構成され，管理された環境の中で，新たな技能を開発する。

　また，この資格取得者は，

④　一定の個人の責任を求められる職務（employment）に必要な資質（quality）と転用可能
な技能（transferable skills）を有する。

（２）レベル５：ファウンデーション学位

　基礎学位は，次のような能力を示す学生に授与される。

①　専攻分野の十分に確立された原理及びそれらが発展してきた過程についての十分な知識

および批判的な理解。

②　最初に学んだ文脈から離れて概念や原理を適用する能力（職務上の文脈においてそれら

の原理を適用する能力を含む）。

③　専攻分野における主な調査手法についての知識及び当該分野における問題解決のための

アプローチの妥当性を批判的に評価する能力。

④　上記知識の限界及びそのことが当該知識に基づく分析や解釈にどのように影響するかに

１７ 学士号の水準をめぐっては，９４年から９７年にかけて，英国大学長協会（CVCP当時）が HEQC（後に性格を変え
つつ QAAとして発展）に調査研究（Graduate Standards Programme：GSP）を委託したことがある。
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ついての理解。

　この資格取得者は典型的に次のようなことができる。

①　情報を批判的に分析するとともに，当該分析によって惹起された問題の解決方法を提案

するために，確立された種々の手法を使用する。

②　様々な形態により情報，議論，分析（結果）を，専門家や非専門家を聴衆として，効果

的にコミュニケートできるとともに，当該学問分野の鍵となる手法を効果的に展開する。

③　更なる訓練に従事し，既存技能を発展させるとともに，組織内で重要な責任を担う上で

必要な新たな能力（competency）を取得する。
　また，この資格取得者は，

④　個人の責任や意志決定が求められるような職務に必要な資質と転用可能な技能を有する。

（３）レベル６：優等学士（Bachelor’s degree with honours）
　優等学士は，次のような能力を示す学生に授与される。

①　体系的で詳細な知識（少なくとも当該専攻分野の先端に位置するいくつかの側面）の取

得を含む専攻分野における鍵となる側面の系統的な理解。

②　専攻分野において確立された分析手法を正確に展開できる能力。

③　学生が次のようなことをできる概念的理解

・専攻分野の考えや手法（先端（forefront）にあるものを含む）を用いて問題を解決し
たり，議論を構築したり，展開する。

・専攻分野の最近の研究や同等の高度な学究活動（advanced scholarship）における特定
の側面について説明やコメントする。

④　知識の不確実性，曖昧さ及び限界についての理解

⑤　自らの学習を管理し，学問的なレビューや一次情報源（例：審査された研究論文や専攻

分野に相応しいオリジナルな資料）を活用する能力。

　この資格取得者は典型的に次のようなことができる。

①　学習した方法及び手法を用いて，知識や理解を検証，確認，展開および応用するととも

に，プロジェクトを主導し，推進する。

②　問題解決のために─いくつかの解決策を導き出すために─，議論，仮説，抽象的な概念

や（不完全な）データを批判的に評価し，判断を下すとともに，適切な質問を構成する。

③　専門家および非専門家を聴衆として，情報，考え，問題や解決策についてコミュニケー

トする。

　また，この資格取得者は，

④　次のようなことが求められる食味に必要な資質及び転用可能な技能を有する。

・イニシアチブや個人の責任の履行

・複雑でかつ前例のない文脈での意志決定，及び

・専門的な，あるいは類似の更なる訓練を受けるに必要な学修能力

　優等学士は，高等教育資格の最も大きな部分であり，典型的には，上述した学習成果の修得は，

フルタイムで３学年（academic years）に相当する学習に基づいて達成される。このレベルにお
いては，このほかに既に他分野の学士を取得している者が，主として学士課程段階の教材を用い

て異なる分野の学習を行うことによりサーティフィケートやディプロマを取得する短期コースや

専門的転科コース（professional ‘conversion’ courses）がある。
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（４）レベル７：修士

　修士は，次のような能力を示す学生に授与される。

①　専攻分野における知識の系統的な理解，および最近の課題や新たな知見（これらの多く

は，当該専攻分野，学問領域あるいは専門的職業実践の先端において見出される）につ

いての批判的認識。

②　自らの研究や高度な学究に応用できる手法についての総合的な理解。

③　専攻分野における知識を創造したり解釈するために確立された研究・調査手法をいかに

用いるかについての実践的な理解とともに，知識の応用における独創性。

④　学生が次のようなことをできる概念的理解

・専攻分野における最近の研究や高度な学究を批判的に評価する。

・方法論を評価し，それらの評論を発展させ，必要に応じて，新たな仮説を提案する。

　この資格取得者は典型的に次のようなことができる。

①　複雑な問題を系統的かつ創造的に処理し，完全なデータがない状況下で適切な判断を下

すとともに，それらの結論について専門家や非専門家を聴衆として明確にコミュニケー

トする。

②　自ら方向性と独創性を示して，問題に取り組み，解決するとともに，専門家あるいはこ

れと同等の者として，自立的に（autonomously）職務を企画，実施する。
③　自らの知識及び理解を発展させ続けるとともに，高い水準の新たな技能を開発できる。

    また，この資格取得者は，
　④　次のようなことが求められる職務に必要な資質及び転用可能な技能を有する。

・イニシアチブや個人の責任の履行，

・複雑でかつ前例のない文脈での意志決定，及び

・専門的な能力の継続的な開発のために必要な主体的学習能力

○修士は教育コース，研究プログラム又はこれらを混合したものを修得することで授与され

る。より長期間の研究を基本とするプログラムに対しては，MPhilの学位が授与されるこ
ともある。多くの修士課程における学習成果は，優等学士取得後，フルタイムで最低１暦

年（calendar year）に相当する学習に基づいて達成される。
○修士の学位は，学習の集中度，複雑性及び深淵さにおいて，このレベルの他の資格と区別

される。修士の学位は，基本的には研究や学究的な活動を伴う計画された知的進捗（planed 
intellectual progression）を含むという特徴がある。
○理工・数学分野においては，複数のレベルにわたる統合されたプログラムにより，フルタ

イムで４学年に相当する学習に基づいて，その学習成果が達成される。これらの資格は，

しばしば「統合修士（integrated master’s）」と称される。
○医・歯・獣医学の第一学位（最初の学位）は，実習的要素を含めて複数レベルにわたる統

合的プログラムから成る。最終的な学習成果はレベル７の資格の記述に合致するものであ

るが，歴史的経緯から Bachelor of Medicine等の名称で学位が授与される。

（５）レベル８：博士

　博士は，次のような能力を示す学生に授与される。

①　独創的な研究又はその他の高度な学究を通じた，ピアレビューに耐え，当該専攻分野の

先端に達する，出版に値するような質の，新たな知識の創造及び解釈。
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②　専攻分野の先端や専門的実践（practice）の領域にある相当量の知識の系統的な獲得及び
理解。

③　専攻分野の先端にある新たな知識の創成，応用又は理解のためのプロジェクトを概念化

し，企画，実施するとともに，予測できない問題に照らしてプロジェクトの企画を調整

できる一般的能力。

④　研究や高度な調査（enquiry）に応用できる手法の詳細な理解。
　この資格取得者は典型的に次のようなことができる。

①　専門家の領域における，しばしば完全なデータがないような複雑な問題について知識に

基づいた判断を下すとともに，自らの考えと結論を専門家や非専門家を聴衆として明確

かつ効果的にコミュニケートする。

②　新たな手法，考え，アプローチの開発に多大の貢献をするような，高度な水準の純粋な

或いは応用的な研究開発を継続する。

　また，この資格取得者は，

③　複雑でかつ前例のない専門的な文脈で，かつ専門的な又は類似の環境の中にあって，個

人の責任やほとんど自立的にイニシアティブをとることが求められる職務に必要な資質

と転用可能な技能。

    
○博士課程の中には（Professional Doctorateのように），研究要素（research compornent）を
含むものの，相当程度の教育要素（taught elements）を有する場合があり，一般的に，これ
らは学位の名称に当該分野の名前を示して授与される。（例．EdD for Doctor of Education等）
○ PhD及び DPhilは，独自の（original）研究に基づいて授与される博士の学位に共通して
付与される名称である。

○このレベルの学習成果は，通常フルタイムで３暦年に相当する学習によって達成される。

　イギリスにおいては，学位のように長期間の学修を要するものの他に，比較的短期の学修に

よって取得可能な資格（「short cycleの資格」という）が存在するが，これらは各レベルの資
格の記述を全て満たすものではない。

【コラム５】高等教育資格枠組みと欧州圏の枠組みとの関係

表３　高等教育資格枠組みの各レベルにおける代表的な資格例と欧州高等教育資格枠組みのサイクルと
の対応関係

ボローニャプロセス対応レベル該当する代表的な資格

Third cycle
Qualification８

　Doctoral degrees（例 PhD/DPhil（new-route PhDを含む） ， EdD, 
DBA, DClinPsy）※１

Second cycle
Qualification

７

　Master’s degrees（例 MPhil, Mlitt, MRes, MA, MSc）Integrated 
master’s degrees（例 MEng, MChem, Mphys, MPharm）※１
　Postgraduate Diplomas
　Postgraduate Certificates in Education（PGCE）※２
　Postgraduate Certificates

First cycle
Qualification

６

　Bachelor’s degrees with Honours（例 BA/BSc Hons）
　Bachelor’s degrees
　Professional Graduate Certificate in Education（PGCE）※３
　Graduate Diplomas
　Graduate Certificates

Short cycle
（First cycle内または接
続する）Qualification

５
　Foundation degrees（例 FdA, FdSc）
　Diplomas of Higher Education（DipHE）
　Higher National Diplomas（HND）
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３.３.４　カリキュラムの構成

　カリキュラムの構成については，特段，法令の定めはない。各学位授与機関の権限でカリキュ

ラムを編成する。（上記２.３.１.１参照）

　QAAが定める分野別ベンチマーク（Subject Benchmark Statement）があり，２００９年７月現在で，
優等学士号レベルで５８学問分野，修士号レベルで９学問分野について作成されている。（近年，改

正されている分野別ベンチマークでは，化学のように優等学士号レベルのものと修士号レベルの

ものを一まとめにして作成される場合がある。）しかし，学問分野によって記述ぶりが異なり，抽

象的・一般的レベルにとどまっているものから一定程度具体的に教育課題・項目を規定している

ものまで多様である。（QAAが定期的に実施する教育監査においてチェックを受けることになる
が，拘束力があるものではない。）

　また，研究学位（特に博士号）については，リサーチ・カウンシルが博士号取得者が修得すべ

き能力について，学問領域を超えた共通のガイドラインを設定するとともに，各リサーチ・カウ

ンシルにおいても対象分野の特性を踏まえたガイドラインを策定している。（特に，ESRCは対象
となる１８の学問分野細目ごとにガイドラインを策定。）

３.３.５　修業年限・成績評価

　９２年継続・高等教育法第７６条（２）では，学位等（degree だけでなく，diploma, certificate等を
含む）について次のように規定している。

（１）適切な教育課程（course of study）を修了し，適切な評価（試験（examination and test）
を含む）を満たした者に授与する awards

（２）適切な研究指導のプログラム（programme of supervised research）を修了し，適切な評価
を満たした者に授与する awards

※１　Professional Doctorateについては，研究論文に加えて一定の教育要素（taught element）
で構成される。実態は多様であるが，典型的なものとしては，最低暦年で３年間の学修を

要し，そのうちの３分の１未満はレベル７に相当する内容である。

※２　理学，工学，数学等の学問分野においてレベル６の学修と組み合わせてフルタイムで

４ヵ年の学年（academic year）に相当する学修を経て，最終的にレベル７の知識・技能等
を習得する課程の学位を，integrated master’sと称する。（なお，修業年限の長い医・歯・
獣医学分野の第一学位について，学位名称は Bachelor of Medicine等 Bachelorが使用され
ているが，learning outcomesについては最終的にレベル７に到達するとして，レベル７に
位置づけられる。）

※３　初等中等教育段階の学校教員の資格としての PGCEについては，従来，一括 して Post-
 graduate Certificate in Educationの略とされてきたが，この名称は内容的に大学院レベル
の教育課程を履修した場合に限定して用いることとされ，学部レベルの教育課程の履修に

よって取得するものについては，Professional Graduate Certificate in Educationの名称を
用いることとなった。

４
　Higher National Certificates（HNC）
　Cetificates of Higher Education（CertHE）
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　修業年限については法令上定めはない。各学位段階の実質的な修業年限について，British 
Councilのサイトの情報に０８年版の高等教育資格枠組みの記述を追加して作成すると以下のとお
りとなる。

３.３.５.１　学部段階（ファウンデーション学位を含む）の学位課程の修業年限

　一般的に学士課程はフルタイム学生で３年（スコットランドは４年）である。ただし，外国

語・文化の研究等においては当該課程の中に１年間程度の海外研修等プログラムが盛り込まれて

いたりして４年間を要するものもある。またファウンデーション学位の課程にあっては，フルタ

イム学生の場合，２年である。

　いずれの場合もパートタイム学生については修業年限はかなり多様なものが認められている模

様である。

　なお，高等教育資格枠組みにおいては，「優等学士の資格の記述にある学習成果は，通常，フル

タイムで３学年（academic years）に相当する学習に基づいて達成される」としている。

３.３.５.２　大学院段階の学位課程の修業年限

　学位課程がコースワーク中心の“taught course”（コースワーク中心と言っても評価においては
論文作成が相当部分を占める模様）であるか，研究活動中心の“research course”（一般的に最初
の３分の２の期間は研究テーマに係る研究と論文執筆の企画に費やし，残りの３分の１を論文執

筆に充てる。論文の長さは３～４万語。）であるかによって，修業年限は異なる。

　修士課程の“taught course”は，一般的に，修業年限はフルタイム学生の場合，１年間である
のに対し，“research course”は，フルタイム学生であっても１年から３年の期間が設定されてい
る。なお，高等教育資格枠組みにおいては，「修士の資格の記述にある学習成果は，優等学士取得

後，フルタイムで最低１暦年（calendar year）に相当する学習に基づいて達成される」としてい
る。（なお，British Councilのサイトによれば，MBAコースの修業年限は通常１年間となってい
る。）

　博士課程は，“research course”が一般的であり，修業年限は最低３年（最初の２年はテーマ研
究と論文執筆の企画，残りの１年は論文執筆。論文の長さは７～１０万語。）を要する。リサーチ・

カウンシルの給付制奨学金は，３年間支給される１８。ただし，最近はリサーチ・カウンシルに

よっては，直接大学院学生に奨学金を支給するのではなく，一定の要件を満たす大学に対して

Doctral Training Grantsを配分し，各大学がリサーチ・カウンシルの定める要件の範囲内で奨学
金を支給する制度が拡大（特に EPSRCの場合）しつつあり，この場合，支給期間はフルタイム
で最大４年，パートタイムで７年となっている。

　なお，高等教育資格枠組みにおいては，「博士の資格の記述にある学習成果は，通常，フルタイ

ムで３暦年に相当する学習によって達成される」としている。

１８ リサーチカウンシルによっては，奨学金支給期間修了後１年以内に博士論文を提出しない者が多い大学（提出率
が２５％以下）の学生には奨学金が支給されないという罰則を設けている場合がある。
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３.３.５.３　学位の成績分類

　卒業時の成績分類は，（優等）学士号は，① first，② upper-second（２.１），③ lower-second（２.２），
④ third，（⑤ pass）の４段階で行われ，学位記にも掲載される。なお，伝統的には最終学年末に
行われる試験の成績が学位記に記載されるものであったが，近年，大学によってはユニット制や

モジュール制が広がり，ユニットやモジュール毎の評点を総合的に勘案して卒業時の成績評価が

行われるようになってきている。

　修士号，博士号については，このような卒業時の成績分類はない。

３.３.５.４　学外試験委員制度

　学外試験委員（External Examiner）制度については，歴史的には試験問題の作成・採点作業を
学外の専門家（他大学の教員）の協力を得て行うために発達したものだが，学位教育課程の多様

化・ユニット化等を背景にその機能は変化してきている。

３.４　共同学位（joint degree, double degree）の学位授与権

３.４.１　国内の複数大学・高等教育機関による学位の共同授与

　９２年継続・高等教育法第７６条５（b）は，共同学位（to grant awards jointly with another institution）

　イングランドでは２０年以上も前からポリテク等を中心に単位制度が採用されてきたが，地域

によって取り扱いが異なり，近年まで全イングランドに共通する規範文書は存在しなかった。

２００８年になってようやく QAAが，バージェス・グループの提言に基づいて，拘束力のない枠
組みとして「イングランドにおける高等教育単位枠組み（“Higher Education Credit Framework 
for England”）」を策定した。
　この枠組みによれば，１単位は１０時間の概念的学習時間（notional hours of learning）として
計算される。高等教育単位枠組みにおいては，高等教育資格枠組みやボローニャプロセスにお

ける ECTSとの関係についても記述があるが，高等教育資格枠組みは，学習成果に基づいて各
資格を規定することを基本としていることもあり，学習時間で表される単位制を採用していな

い。

【コラム６】「高等教育資格枠組み」と「高等教育単位枠組み」

表４　イングランドにおける高等教育単位枠組みと高等教育資格枠組み等との関係

 ECTS対応うち該当資格
レベル単位　

最低取得単位FHEQ
レベル

高等教育資格

一般的には単
位制度を採用
せず

一般的には単位制度を採用せず

８

PhD/DPhil

３６０５４０ Professional Doctorate
（EdD, SBA, DClinPsy）

最低６０ECTS
９０～１２０ECTS
単位が一般的

一般的には単位制度を採用せず

７

 Research master’s degrees
（MPhil, MLitt）

２４０３６０ Taught MPhil

１５０１８０ Taught master’s degrees
（MA, MSc, MRes）

１２０４８０ Integrated master’s degrees
（MEng, MChem MPhys, MPharm）

１８０～２４０　
ECTS単位

 ９０３６０
６

 Bachelor’s degrees with honors

 ６０３００ Bachelor’s degrees
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についても規定している。

　基本的にどのような課程について，共同学位を授与するかは，学位授与権を与えられた機関の

判断に委ねられている。

　共同学位である限りは国内の相手機関も学位授与権を有していることが前提となる。

　具体的な例としては，ブライトン大学とサセックス大学が医学分野で共同学位を授与しており，

学位記には，ブライトン大学側は vice-chancellorと chairman，サセックス大学側は registrarの
計３名の署名がある１９。共同学位については，両大学間で合同の委員会を設置して適用するルー

ルや経費負担，役割分担等を協議し，規則を定めて実施している。

３.４.２　国内外の複数大学・高等教育機関による学位の共同授与

　９２年継続・高等教育法第７６条に規定する共同学位が国外の機関をも想定したものであったかど

うかについては議論がある。

　EUとの間では，エラスムス・ムンドゥス・プログラムによる修士号は joint又は double degree
を授与することとなっている。（joint degreeの実態は不明）
　フランスとの間では，０４年にケント大学がフランス側４大学との間で University of 
Transmancheと称するコンソーシアムを組んで，主として修士の double degreeを授与している。
（英語及びフランス語で学習して，それぞれの学位を取得できることがセールスポイントとなっ

ている。）

　一般的に海外の大学等との joint degreeについては，相手国の制度との関係もあり例は多くなく，
double degreeの場合が多いと思料される。（なお，その際，QAA（２００５）によれば，コース概要
等に２以上の機関により統合された学位課程の修了によってそれぞれの機関から学位が授与され

るものであることを明記すべきとの指摘もある。）

　共同学位も含めて，QAAは国内外の大学等同士が連携して教育プログラムを提供する
（collaborative provision）場合に留意すべき事項等をとりまとめて，「行動規範」の中に章を設け
て記載している。機関監査の際にもこの記載事項への対応状況等をチェックして質の確保に努め

ている。

３.５　「学位」名称の規制

　既にコラム１で紹介したとおり，８８年教育改革法第２１６条（１）は，「認定された学位等」

（recognized award）を授与する機関を所管大臣が「認定機関」として公表することを規定して
いる。この場合，「認定された学位等」には，高等教育機関の学位ではないが，本法施行以前から

既に専門職能団体等が授与している“bachelor,”“master”や“degree”の語句を含む awardsで
所管大臣が指定したものも含まれる。

　これらの学位等（awards）以外で，“bachelor,”“master,”“doctor”や“degree”あるいはこれ
と紛らわしい名称を使用することは，同法第２１４条で禁止されており，罰則規定がある。具体的に

は，学位類似の非公認の称号を授与したり，当該称号について宣伝を行うものには，簡易裁判で

標準表の第５段階を超えない罰金を課すと定めている。また，同法第２１５条においては，違法行為

の有無を確認するために，地方公正当局の職員に，立ち入り検査，証拠の差押え等の権限を与え

ている。

１９ このケースは両大学が共同で設立したメディカルスクールの例であるが，同大学によれば，このような共同設置
の部局でなくとも両大学では以前から共同学位の例があるとのことであった。
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３.６　学位の質保証

３.６.１　学位課程の質保証

３.６.１.１　伝統的な質保証システム

（１）学外試験委員制度

　イギリスにおいては，伝統的に，学生の卒業試験の問題作成，答案の採点，学位の成績分類等

に学外の専門家（主として他大学の教員）の参加・協力を得る「学外試験委員」の制度が採用さ

れており，これが高等教育機関間の教育（学位）水準の同等性を確保するとともに，学生の成績

評価における公正性を担保する仕組みとされてきた。近年，多くの高等教育機関が単位制を導入

したこと等もあって，最終学年の試験結果だけで学位の成績分類を行うことが困難になるなど，

学外試験委員の役割・機能に変容が見られるが，最近では高等教育の質保証に適切に貢献できる

よう学外試験委員の研修を強化する等の取組みが行われている。

（２）学位授与権の事前審査

　高等教育機関が新たに自ら学位授与権を獲得するためには，通常の場合，一定期間，既に学位

授与権を有する大学等に教育プログラムの認定を受けて，当該大学等の名のもとで学位を授与し

た経験を有することが求められる。このように第３者（他大学等）の監督の下での学位プログラ

ムの提供という経験を積んだ上で，枢密院が高等教育関係機関（現在は QAA）が政府が定める基
準を踏まえて行う助言（非公開）に基づき，学位授与権の付与の可否を判断する２０。

（３）専門職能・資格認定団体の課程認定

    専門職能・法令資格認定団体（Professional and Statutory Bodies）は全英で約２４０にも達する
と言われており，そのうち約６５程度が高等教育機関の教育プログラムを課程認定していると見込

まれる。課程認定の方法等は，各団体によって多様で比重の置き方が異なるが，一般的には当該

プログラムを履修する学生の基礎資格（imput），当該プログラムの内容とこれに基づく教育学習
（process），学生の達成度（output）の３つの観点から審査が行われる。

３.６.１.２　近年における質保証のための審査制度とその成果

（１）教育の質の「監査」と「評価」

　イギリスにおいては，９０年代に入って，各大学等高等教育機関の提供する教育の質を保証し，

その維持向上を図るために，２種類の仕組みが導入された。一つは，９０年に英国大学協会がはじ

めた「学務監査」（Academic Audit，９２年以降は「質の監査」（Quality Audit）として実施）であ
り，もう一つは，９２年継続・高等教育法第７０条に基づいて，法令上，交付金配分の対象となる高

等教育機関の教育の質を評価する機能を担うこととなった高等教育ファンディング・カウンシル

が９３年から開始した「教育の質の評価」（Teaching Quality Assessment，９５年以降は「分野別評
価」（Subject Review）と名称変更）である。前者が各高等教育機関の教育の質の維持向上のため
の仕組みが適切に整備され機能しているかどうかを機関別にチェックするのに対し，後者は，学

問分野別に各機関の教育プログラムが自ら定めた目標に応じて適切な質を確保して実施されてい

２０ イギリスにおいては，学位授与権を認可する前提として，既に学位授与権を有する大学等の管理の下で学位課程
の運営を経験させることを原則としてきた。このことは，Farrington and Palfreyman（２００６）が指摘しているよ
うに，例えば，ロビンズ報告によって，いわゆるニュー・ユニバーシティーが創設された際，ロンドン大学やオ
クスフォード大学の傘下にこそ入らなかったが，当初数年間にわたって枢密院が任命する大学関係者等から成る
Academic Advisory Committeesを置くことを義務付けられたことからも明らかである。
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るかを評定するものである。

（２）分野別教育評価の成果

　分野別教育評価（Subject Review）は，９３年から０１年までの９年間をかけて，６２の学問分野に
ついて，２,９０４回に及ぶ実地調査が行われ，完了した。この間，５,７００名以上の分野別の専門評価委
員が教育評価を実施するための研修・訓練を受けた。QAAが教育評価の成果を取りまとめて０４年
２月に公表した報告書は，①公的資金投入の説明責任を果たすこと，②高等教育の質についての

情報を国民に提供すること，③良き実践を広めること，という教育評価の主目的は概ね達成され

るとともに，各機関が教育プログラムの企画・提供に当たってより自立的に組織内部で厳格な姿

勢で取り組むようになったと総括している。

３.６.１.３　機関監査制度への転換

（１）不評だった分野別教育評価

　上記のような２種類の質保証のための審査制度は，重複する点が多いこと，分野別教育評価に

ついては，膨大な作業のわりに評価結果が全般的に高く，結果を活用した施策を講じにくいこと

など，評価を受ける高等教育機関と評価結果を利用する関係者双方にとって満足できるものでは

なかった。特に，デアリング報告は，分野別教育評価について，「貴重な財源の効果的活用という

観点から現在実施中の２００１年までの評価作業をできるだけ早く終了させて，それ以降は実施しな

いこと」を勧告した。

　その後，関係者の間で新たな質保証の仕組みについて協議が行われ，これまでの審査制度に代

えて，０２－０３年度から，「機関監査」（Institutional Audit）を中核とする高等教育の質保証のため
の新たな制度が QAAにより実施されることとなった。当初は０５年度までの４年間を移行期間と
位置づけて全ての高等教育機関が初回の機関監査を受ける予定であったが，０４年度に新方式の見

直しが行われ，以下の方式で行われる機関監査は，０５年度から６年周期で実施されることとされ

た。なお，９２年継続・高等教育法第７０条には変更がないので，形式的には，財政カウンシルが

QAAに委託している形をとることで法令上の規定をクリアしているものと解される。

表５　近年における高等教育の質保証のための審査制度

分野別教育評価
（Subject Review）

質の監査
（Quality Audit）

１９９３年１９９０年開始年度

HEFCs（Higher Education Funding Councils）
【９７年まで】QAA【９８年から】

HEQC（Higher Education Quality Council）
【９７年まで】QAA【９８年から】 

実施機関

専門分野ごと大学ごと評価単位

教育目標の達成状況（含．教育条件の整備）教育の質の維持向上のための組織的取組，仕組評価の視点

実地調査で順次実施実地調査で順次実施実施方法

総合：２段階（「満足」「不満」）
個別：４段階（６領域：９５年～）
　①カリキュラムの企画・内容・構成，②教育・
学習・評価，③学生支援・指導，④学生の進捗・
達成状況，⑤学習資源，⑥質の管理・向上，に
ついて１～４で評点

    　な　し評価分類
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（２）機関監査制度の概要（現行制度）

　機関監査は，QAAが委嘱する監査チームが高等教育機関を訪問して，当該機関が作成する①自
己評価報告書や公表データを基礎資料としつつ，機関全体の教育の質保証・向上のためのメカニ

ズムが適切に機能しているかどうかを点検するとともに，②学問分野にとらわれることなく「行

動規範」第７章に定める学内での教育プログラムの質・水準保証・向上のための手続きを追跡す

る「抽出追跡（Sumpling trails）」２１を通じて，質及び水準の保証・向上が機関内部で適切に行われ
ているかどうかを具体的に確認する，というものである。

　このほか，大学院の研究学位プログラムの質保証が重視されるとともに，監査プロセスへの学

生参加も強調されている。

　監査結果は，①当該機関が（a）教育プログラムの質及び（b）学位の水準を現在及び将来にわ
たって適切に管理できると信頼できるかどうかについての判断が，（a），（b）それぞれについて
「信頼」（Confidence），「限定的な信頼」（Limited Confidence）及び「信頼なし」（No Confidence）
の３段階で示される。加えて，②（必要に応じて）当該機関に対する勧告及び Good practiceの
特色が報告書に盛り込まれることとなっており，勧告は優先度に応じて“Essential”，“Advisable”
及び“Desirable”の３つに区分した上で具体的に記述される。
　「限定的な信頼」または「信頼なし」の評定を受けた機関については，① QAAが監査報告書
にフォローアップ・アクション・プログラムを記載し，②当該機関は，報告書公表後３ヶ月以内

に行動計画を QAAに提出する。その上で，③行動計画に基づいて講じた措置を定期的に報告す
る。④QAAが当該機関が講じた措置に納得できない場合，１８ヶ月後にQAAが視察を行う。⑤そ
の後も満足できる対応がなされない場合，HEFCEは財政支援の一部または全部を留保すること
となる。

（３）機関監査を支えるインフラ

　高等教育機関の多様性を確保しつつ，これを前提とした質の維持・向上を図るには，工夫が必

要であり，ある種の基準点を設定することが有効である。このような観点から機関監査を支える

ものとして，「高等教育の質保証に係るインフラストラクチャー」が整備されている。これは表６

に示すように，QAAが定め，公表している「高等教育の質保証のための行動規範」，「高等教育資
格枠組み」，「分野別ベンチマーク」等で構成されている。これら各種文書で示された趣旨・内容

を各機関がどのように自らの教育プログラムの企画，策定，評価において実践しているかを確認

することで，監査に当たっての外部性を確保している。こうした資料を基準点として設定するこ

とで，多様性を認めつつも，高等教育機関として共有すべき基盤を維持しようとの思いが感じら

れる。

２１ 機関監査への移行期間中に用いていた教育プログラムをサンプル抽出して行う分野別追跡監査（Discipline Audit 
Trails：DATs）については，追跡監査の目的に照らせば，必ずしも特定の学問分野を定めてこれを行う必要はな
いとして，抽出追跡という方法に変更された。
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３.６.１.４　継続教育機関における高等教育プログラムの取扱

　以上の機関監査は，高等教育機関に対する質保証制度であり，継続教育機関において提供され

ている高等教育プログラムについては，課程認定を行っている学位授与機関に対する機関監査の

                表６　高等教育の質保証に係るインフラストラクチャー

A．「高等教育の質保証のための行動規範」（Code of Practice for the Assurance of Academic Quality and Standards 
in Higher Education）

　各高等教育機関が学問的な水準や質を確保するという責務を効果的に果たすために参考となる指針をいくつか
の項目について取りまとめたもの
（構成）①大学院研究プログラム，②連携事業，③障害のある学生，④学外試験委員等，⑤教育に係る学生の苦

情，⑥学生の成績評価，⑦教育プログラムの承認，点検及び評価，⑧キャリア教育，情報及び指導，⑨学
外での学習（実習等）⑩学生の募集・入学の１０項目について，それぞれ各機関が律すべき事項（precepts）
とその解説（guidance）を記述

＜留意点＞全ての項目が全高等教育機関に共通に当てはまるわけではない

B．「高等教育資格枠組み」（Framework for Higher Education Qualifications）

　高等教育資格が学習者にどのような学問的な知識・技能を獲得させた結果として授与されるものであるかを資格
レベルごとに記載したもの
（構成）５つのレベル（サーティフィケート，ファウンデーション学位，学士号，修士号，博士号に対応）につい

て，①学生が学習の成果（outcomes）として獲得すべき知識・技能（プログラム企画担当者向け），②資
格取得者が身につけるより一般的な能力（雇用者等向け）を記述

＜留意点＞相当程度抽象的な記述となっている
　　　　　単位制を前提としてないこともあり，学習量の具体的記載はない

C．「分野別ベンチマーク」（Subject Benchmark Statement）

　学問分野別に優等学士または修士プログラムの企画・実施における留意点等を示すとともに，学位取得者が身に
つけることが期待されている専門的知識・技能や転用可能な一般的能力（例：論理的思考力）をベンチマークとし
てまとめたもの
（構成）６０以上の学問分野別ごと（０９年７月現在）について，優等学位または修士プログラムの基本理念，学問分

野の性格・範囲，知識・技能，教育・学習・評価，ベンチマークを記述
＜留意点＞分野によって記述ぶりが多様であること（多くの場合，全ての学生が 学ぶべき学問分野の細目まで記述

したものとはなっていない）
複数の学問分野を学ぶプログラムについては関連する分野のベンチマークを適宜参考にすることとさ
れている
修士号については９分野についてベンチマークが作成されているが， 優等学士プログラムのベンチマー
クにおいても分野によっては修士課程を含めた記述となっている。

【備考】
（１）いずれの資料についても各高等教育機関が自らの教育プログラムを企画・実施 する際の参考とするもので

あって，監査においても各資料に記載された内容を１００％そのまま適用していることが求められるのではな
く，趣旨を踏まえて各機 関が自分に合う形で柔軟に対応していることを前提としている。

（２）いずれの資料も高等教育機関等と協議を重ねた上で作成されており，学問の進 展や時代の変化に応じて，随
時見直し作業が行われている。

（３）各機関では「高等教育資格枠組み」や「分野別ベンチマーク」を踏まえつつ， 教育プログラムの仕様書
［Programme Specifications］（授業科目別ではなく，学位等の資格に至るコース全体の構成や学習によって
得られる能力を年次別に記載 したもの）を作成することとなっている【QAAがガイドラインを作成】。

（４）このほか，各機関は HEFCEが定めるガイダンスに基づき，機関共通のウェブサイトに高等教育の質及び水
準に関する量的・質的情報を掲載することとなって いる。具体的には，① National Students Surveyの結
果，②当該機関の学生集団 に関するデータ（入学条件，進級状況，学位取得状況等），③卒業後の進路調査
（Destinations of Leavers from Higher Education: DLHE）の結果（進路，産業・業種），④統計データ（学生
の国籍，年齢，学位等種別，性別，履修形態），の４項目である。なお，このほか，各機関が個別に情報公
開すべきものとして，①ミッションステートメント，②法人の将来計画（Corporate Plan）， ③質保証に関す
る方針及びプロセス，④教育・学習戦略，⑤その他教育プログラ ムの水準及び質に関する情報，がある。
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対象となるとともに，別の仕組みで QAAが評価等を行っている。具体的には，分野別の評価
（academic subject review）が０２年度に導入され，０６年度まで実施されてきたところであり，０７
年度以降は，質の維持向上に関する統合評価（integrated quality and enhancement review）に変
更されて実施されている。この統合評価は，継続教育機関による高等教育プログラム提供能力や

学生の学習支援に係る実践力を向上させるための同僚による指導・助言と教育プログラムの運営

能力の評価を組み合わせたものである。

３.６.１.５　２０１１年度以降に向けた制度の見直し

　上記の手続きで行われる機関監査が，２０１０年度で一巡することから，今後，２０１１年度以降の質

保証システムの見直しが行われることになっている。こうした見直しの動きは，直接的には，０８

年頃からマス・メディアを通して，いくつかの高等教育機関等における教育の質について，学生

や教員，学外試験委員が懸念を有している事例が紹介され，こうした動きを踏まえて，議会下院

イノベーション・大学・科学・技能委員会が０８年 /０９年度会期の調査項目の一つとして取り上げ
たことに起因する。しかし，根源的には，ポリテク等の大学昇格や高等教育の大衆化，大学間格

差，授業料徴収と公的財政支出の増加による value for moneyの意識の高揚，外部収入確保のため
の留学生受入等９０年代以降の高等教育をめぐる環境変化を背景としていると考えられる。

　同委員会が０９年７月に取りまとめた報告書（House of Commons, ２００９）によれば，QAAの機関
監査について，学長からは質保証の上で的確に機能しているとの評価を受けているが，一部の大

学関係者からは，機関監査が教員や教育内容に踏み込むことなく，各機関の質保証「手続き」を

重視する余り，教育水準（educational standards）を厳格に保証できていないとする意見や学生か
ら学位の市場価値が授与される大学等によって異なることを懸念する声があったと紹介している。

同報告は，こうした意見等を踏まえて，教育の質に対して懸念がある事態への迅速な対応を含め

て QAAの機能や権限を強化すること，各機関の教育の質の評価（assessment of teaching quality）
を行い，公表すること等を政府に求めている。

　これに対して，同年１０月に議会に提出された政府の回答（BIS, ２００９a）においては，政府とし
ては QAAが高等教育の質保証のために重要な役割を果たしてきたとの認識を示した上で，大学
等の教育の質についての情報を広く国民に伝える等の役割の強化することの必要性や QAAが現
在行っている「高等教育の質保証に係るインフラストラクチャー」の点検や学外試験委員制度の

運用に関する HEFCEの勧告を踏まえて，１１年度以降の質保証システムの見直しについて関係方
面との協議を進めていくとしている。なお，教育の質の評価については，かつての教育の質の評

価を復活させることの正当性はコスト面を含めて認められないと回答している。

３.６.２　ニセ学位（degree mill）対策

　既に述べたとおり，「大学」名称（２.４）及び学位名称（３.５）については，それぞれ法律に基づ
いて使用制限がある。これら以外に，入国管理の観点から２００６年に当時の教育技能省が，内務省

（Home Office）と連携して，イギリス内の教育・訓練機関の任意登録制度を創設した。これは，
語学学校等を含めたイギリス内の教育・訓練機関に学校概要，教育プログラム（課程認定の状況

を含む），財務情報等の資料を提出させて，審査を行った上で，認定されたもののみ登録が認めら

れる制度であった。

　その後，０９年から入国審査制度が一新されることを受けて，この登録制度に代わって，内務省

傘下の入国管理を担当する UK Boarder Agency （UKBA）が新たにライセンス制度を導入するこ
ととなった。この制度においては，高等教育機関を含め，EU域外からの外国人学生を入学・在
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学させる教育機関は，国内のアクレディテーション機関からアクレディテーションを受けた上で，

学生受入のスポンサー機関として申請を行い，認可を受けなければならないこととなった。（ただ

し，公的財政支援を受ける高等教育機関については，新たなアクレディテーションではなく，

QAAの機関監査等でよいこととなっている。）これにより受入教育機関の教育の質を確保し，名
ばかりの機関が安価な低技能労働者を入国させることを防ぐねらいがある。スポンサー機関の申

請は０８年７月２８日から開始され，ポイントシステムと呼ばれる新しい入国審査制度は０９年３月以

降にイギリスに入国・再入国する学生から適用される。

３.７　学位と職業資格との関係

３.７.１　高等教育システム（学位）とポスト・セカンダリーの職業教育システム（職業資格）の関係

＜高等教育資格枠組みと職業資格枠組み＞

　高等教育資格枠組み（FHEQ）は，既述のとおり，５つの学問水準（レベル４～８）に高等教
育資格を分類し，それぞれについて当該レベルの資格を有する学生が学習の成果として獲得すべ

き知識・技能等を記述している。

　職業資格についての枠組み（The National Qualification Framework：NQF）は，２０００年に，レ
ベル１から５までの５段階に分類した枠組みが策定され，その後，高等教育資格との関係を明示

する等の観点から，レベル４，５を４～８までの５段階に細分化して全体で８段階とした改訂版

が０４年に策定された。（同年９月から施行。）各レベルごとに当該レベルの資格取得者が各種の職

業資格に共通して獲得すべき標準的な能力等を記述している。

　NQFのレベル４～８は FHEQの４～８に対応するものとなっているが，成果の一般的レベルに
おいて広く比較可能である（comparable）ことを示すものであって，目的，内容，成果が同じで
あることを意味するものではない。

　なお，NQFは，生涯学習の観点から，職業資格にかかわらず全ての学習経験を単位と資格で位
置づける Qualifications and Credits Framework （QCF）へと改変あるいは統合される方向にあり，
２０１０年から QCFが本格的に機能する予定である。このような流れの中で，従来，NQFと FHEQ
の関係について議論するために設けられていた，多様な関係機関のメンバーで構成される“The 
Joint Forum for Higher Levels”は，２００５年に，当時の生涯学習・継続・高等教育担当閣外大臣か
ら高等教育と継続教育のプログラムに共通する「単位制」に関する原理と基準の策定に向けた作

業を依頼され，０９年にその成果を取りまとめた。

　このほか，職業資格や職業経験と高等教育課程との関連づけを積極的に推進する組織として

University Vocational Awards Council等がある。

　大学や高等教育機関においても職業（資格）教育課程を開設している場合があると同時に，継

続教育機関においても高等教育課程を開設している場合があり，開設している教育課程のちがい

によって機関が区別されるわけではない。（もっとも高等教育機関と継続教育機関を分けている基

準は，高等教育課程に在学する学生数または学生比率ではある。）

３.７.２　専門職団体等の関与・統制

　専門職能（Professional Bodies）団体は，専門職業人が組織する団体であり，当該専門職の資
質・能力の向上のために，構成メンバー（会員）の資格認定，認定のための試験，会員の研修プ

ログラム等を実施する組織である。法令資格認定団体（Statutory Bodies）は，専門職能団体と同
種の組織であるが，勅許状や個別法によって当該組織の設立や職業資格の認定等の機能を付与さ
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れたものである２２。

　専門職能・法令資格認定団体（以下，「専門職能団体等」という）のアクレディテーション（こ

こでは課程認定なども含める）を受けた教育プログラムを修了することによって，修了者は専門

職能団体等の会員になるための手続き（例えば当該団体が実施する資格認定試験）の一部を免除

される等のメリットがある。（なお，一度認定されても，５～１０年に一度，定期的にアクレディ

テーションを受ける必要がある。）

　専門職能団体等のアクレディテーションは，その手法，基準等において多様であるが，一般的

に，（１）当該プログラムを履修する学生の基礎資格・教員の能力（input），（２）当該プログラ
ムの内容（process），（３）当該プログラムを修了した者の達成度（output）の３つの観点から行
われる。

　なお，専門職能団体等のアクレディテーションにおいては，例えば，王立化学協会（Royal 
Society of Chemistry）のように，会員資格の一つである Chartered Chemistを取得できる化学の
修士号レベル（学士課程と合計して４年間）のプログラムについて，問題例を設定して各年次で

到達すべき最低限の学修成果を設定するとともに，４００時間以上を化学の実験・実習（practical 
work）に充てることや最終年次には主要プロジェクト（major project）への取組みが３分の１以
上占めるよう求める，など内容面に踏み込んだ審査が行われる場合がある。

　「学位プログラムは学位授与権を有する機関が決定し，統制する権限を有する」（９２年継続・高

等教育法第７６条（６））とあるように，専門職能・法令資格認定団体のアクレディテーションと学位

プログラムは理論的には別ものである。

　しかし，（１）学位授与権の認可の審査プロセスにおいて，関連する専門職能団体等の意見を聞

く場合があること，（２）QAAの策定する「行動規範」において教育プログラムの学内承認手続
きの一環として専門職能団体等の意見も聞くことを推奨していること，（３）職業資格取得のため

の前提条件として専門職能団体等（特に法令資格認定団体）のアクレディテーションを受けた教

育課程を履修する必要がある場合があること，（４）QAAのサブジェクト・ベンチマークの策定
過程において専門職能団体等とも協議が行われること等により，結果的に学位プログラムにこれ

ら専門職能団体等が関与する場合がある。
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イギリスの高等教育基礎データ

　以下のデータは特に断りのない限り，HESA（２００９）に基づき，イギリス全体のものを掲載。

１．機関数（２００７年度）

２．在学者数（２００７年度）

３．学位授与数（２００７年度）※３

 

（うちイングランド）イギリス

（１３２※１）１６６ 校大学等高等教育機関

（３５６）  ４２９ 校継続教育機関※２

※１　公的支援を受けていない University of Buckingham及び BPP College を含む。
※２　Association of Colleges（２００９a, b）のデータに基づく。全ての機関が高等教育を提供しているとは限らず，イン

グランドの場合，０８年度に HEFCEから直接交付金を得ている機関が１２４校（５２,０００人），高等教育機関のフラン
チャイズとして間接的に支援を受けている機関が１４６校（５６,０００人）である。

合計  パートタイムフルタイム

    ６１,３０５人     ２８,８２０       ３２,４８５ファウンデーション学位課程

 １,３０６,８４０人   １９８,１５５    １,１０８,６８５学士（第１学位）課程

   ２７４,２４５人
１５,０１５人

    １３２,０８０
５,６８５

      １４２,１７０
９,３３０

修士（教育学位）課程
修士（研究学位）課程

   ２８９,２６０人    １３７,７６５      １５１,５００　　　修士　計

     ２,７５５人
７８,１５０人

      １,４０５
２１,３５０

        １,３５５
５６,８００

博士（教育学位）課程
博士（研究学位）課程

    ８０,９０５人     ２２,７５５       ５８,１５５　　　博士　計

１４,９７５人 ファウンデーション学位

３３４,８９０人 （３３４,７８５） 学士

１１８,９３０人 （１１８,５９５） 修士

 １６,６３５人 （ １６,６０５） 博士
※３　学士，修士，博士の授与数のうち括弧内の数字は，BIS（２００９b）のデータに基づく。
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資料：英国高等教育関係法令

１．１９８８年教育改革法

（１）第１２０条（１）（Schedule ６）：高等教育課程の定義

（２）第１２１条（２）：“Higher Education Corporation”の法人格を与えて地方教育当局の管轄から独立させる「高

等教育機関」の基準

（３）第１２４条：“Higher Education Corporation”の権能（powers）を規定

（４）第１２９条：PCFCから財政支援を受ける高等教育機関の指定（当該機関が Company limited by guarantee

である場合にはmemorandum and articles of associationについて関係大臣の認可を要する旨

規定）

（５）第１５６条：PCFCから財政支援を受ける高等教育機関についてmemorandum and articles of association of 

the Companyにおいて記載すべき事項等を規定

（６）第１５７条：PCFCから財政支援を受ける高等教育機関の設置者が trust等である場合に関係大臣の認可を

得て trust deed等の修正を行う旨を規定）

（７）第２１４条（２）：認定学位等の定義

（８）第２１５条：非認定学位の取り締まり

（９）第２１６条（１），（３）：認定機関のリスト作成及び掲載機関の定義とリスト作成

（１０）第２０２条（２）（a）：大学教員の学問の自由

２．１９９２年高等・継続教育法

（１）第３条（Schedule ２）：継続教育課程の定義

（２）第１１条：継続教育の定義（１９４４年教育法第４１条の改正）

（３）第１４条：本法における継続教育の定義

（４）第１５～１８条：継続教育法人の認定等に係る規定

（５）第７０条：高等教育財政カウンシルによる高等教育の質の評価

（６）第７１条：“Higher Education Corporation”の認可手続き等（１９８８年教育改革法の改正：１２４A～１２４D条を

追加）（同条 Schedule ６で８８年法 Schedule ７Aを追加）

（７）第７２条：HEFCsから財政支援を受ける高等教育機関の指定（８８年教育改革法第１２９条の改正）

（８）第７３条：HEFCsから財政支援を受ける高等教育機関の instrument and articles of government（Company 

limited by guaranteeの場合はmemorandum and articles of association）を枢密院の認可事項と

する旨を規定（８８年教育改革法に第１２９A，１２９B条を追加）

（９）第７４条：法人格の付与に際しての継続教育機関から高等教育機関への変更（８８年教育改革法の改正第

１２２A条の追加）

（１０）第７５条：Trust deed等の枢密院による認可（８８年教育改革法第１５７条の修正）

（１１）第７６条：枢密院による学位授与権の認可及び学位授与権の効力

（１２）第７７条：枢密院による「大学」名称使用に係る認可

（１３）第９１条：高等教育セクターの定義

（１４）附則第４条：継続教育法人の管理運営規則

３．１９９８年教育・高等教育法

（１）第３９条：「大学」名称の使用制限
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４．２００４年高等教育法

（１）第３２条：Director of Fair Accessに高等教育機関の学問の自由を遵守することを義務付け

５．２００７年継続教育・訓練法

（１）第１９条：ファウンデーション学位授与権
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